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 The paper specifies the importance of the nonprofit sector as an advocate of public 

issues. A law scheme is also proposed to support this sector in its advocacy function. 

This theme is important because the actualization of public welfare has been thought 

to be the exclusive domain of the government in Japan. Yet this tends to made people 

be estranged from the process. Furthermore, public welfare via the government is 

often influenced by the interests of financial circles or the government itself. Therefore, 

Japanese society requires a new concept for public welfare which the nonprofit sector 

can offer. The law scheme proposed for the nonprofit sector supports the sector in its 

advocacy function not only in respect of incorporation systems but also regarding 

taxation-particularly the taxation of individual charitable contributions.

は じめに

1998年3月25日 、特定非営利活動促進法(NPO法)が 公布された。 この法律によって、民間

の非営利組織が法人格を取得す る道は格段に広 くなったと評価 されている。

この立法の推進力になったのは、阪神 ・淡路大震災に際 して被災者救援のために、全国から多

数 のボラソテ ィアが結集 し、行政を しの ぐほどの活動 を展開 したことである。 したがって、

NPO法 の目的が、弱者救済のためのいわゆるボラソティア活動支援 にあると一般に考えられ る

のも無理はない。

しかし、NPOは 、いわゆるボランテ・イア活動(社 会サービスの私人による無償の提供 と一般

にイメージされるところの もの)を 行 う団体 にとどまるものではない。NPO活 動の本質は、 こ

れまで国や地方公共団体(中 央集権化 した行政国家においては、特に中央官庁)の 独占物と考え

.られてきた 「公共」「公益」(の実現)と い う機能を、市民が直接に分有することにある1)。

伊藤裕夫は、以下の ように述べる。「NPOの 社会的.な機能を一般化するならば、まず第、 こ、、

NPOは 身近 な地域社会や関心分野に何 らかの問題な りニーズを発見 し、それをいわば当事者の

視点から、それ らを解決 した り充た した りしようと考える、社会的ご一ズの発掘者である。第二

に、そ うした社会的ニーズの充足 を行政や企業に要求 したり委ねるのではなく、まず自分たちで

できる範囲で、その解決 ・充足に即応的、先駆的に立ち向かう、社会サービスの供給主体である。

第三に、社会 サービスを担 う中で、課題の背景や関連する問題を明確にしつつ、これらの問題を
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社会 に提起 し課題の共有化 を図るとともに、その解決のための資源の提供を社会に呼びかけ る

「ア ドボケー ト(唱 道者 ・代弁者)」である。そして第四に、そうして得た社会か らの資源を、 自

身の活動の生産性と質的向上のために活用 し、活動の継続 と拡大をはかるイノベーター(革 新者)

である。個々のNPOは これ ら四つの機能はすべて合わせ もっているわけではないが、NPO全 体

としては、社会に働 きかけてニーズを発掘 し、それを自ら充足するための実践 に取 り組みつつ、

一方で 自身の活動の意味を社会に提唱 し
、社会(具 体的には政府、企業、個々の市民)か ら理解

と資源(具 体的には財政的支援やボヲソティアなど)を 受け、それを もって 自らの実践を社会化

し活動の継続 をはかる、 とい う一連の機能を遂行 してお り、個々のNPOは そ うした社会的な課

題解決サイクルのいわば媒介者としてそれぞれの活動 に取 り組んでいるといえる。2)」

伊藤の分類を借 りれば、現在のところ、一般に認知 されやすいのは、NPO活 動の うち第一 と

第二の面であり、特に社会サービスの供給主体 としてのNPO活 動に、社会の関心と期待が集 まっ

ているように見える。 これは、経済低成長 ・超高齢化社会を迎えて福祉事業負担を軽減 したいと

いう行政の思惑にも合致 している。

逆に第三 と第四の面は、それほど重要視 されてい るように見えない。特に第三のアドボカシー

機能については、政治 ・行政の側に 「市民運動=反 対運動」という硬直 した図式に基づ くアレル

ギー反応があるように見受 けられる。NPO法 が当初 は 「市民活動促進法案」(与党三党案)・

「市民公益活動を行 う団体に対する法人格の付与等に関する法律案」(新進党案)な:ど として提出

されながら3)、国会(参 議院)審 議の段階で 「市民」 とい う名称が反発を受け、削除 されたのは

象徴的である。そしてNPOは 、ア ドボカシーに成功 しなければ、イノベー ション機能を果たす

ことも覚束ない。

このような図式のなかで生成す るNPOセ クター4)は、安価な行政の下請けとい う機能を受 け

持つかわ りに行政に保護 され、その中でスポイルされてゆく、ひ弱で、歪んだものにならざるを

得 ないのではないか5)。NPOセ クターの自立 と成長 を担保するためには、む しろ第三 ・第四の

面にこそ注 目し、その機能を充実 させるとい う方向性を もった制度が不可欠ではないか6)。

本稿では、NPOの なかで実務を担当 しておられる方々の協力を得て、現実のNPOが どのよう

なア ドボカシーとイノベーシ ョソの機能を果た してい るかを紹介したのち、今回制定 されたNP

O法 がア ドボカシーとイノベーシ ョソを含めたNPO活 動の促進に資す るものとなっているか ど

うかを検討 してみたい。 また、文教大学湘南図書館の地域貢献活動を例に、NPO活 動がサービ

スの供給からイノベーショソに至る道筋を探 ってみたい。

1.ア ドボ ケー トと してのNPO

NPOが 広 く世の中に認知 されるきっかけを作ったのは、阪神 ・淡路大震災におけるボラソティ

ア(団 体)の 活躍であった。 この時期、被災者の救出や医療 ・介護か ら炊出 しなどの生活支援に

至るまで、あらゆる領域で彼 らの活動が全国の注 目を浴び、感動を呼んだ。 これ らの報道には枕

詞のように、「国や地方公共団体の対応が不十分なのに対 して」というフレーズが使われた。 し

か し、震災直後から、その国や地方公共団体を動かそ うと活動 していたNPOは 、比較的、全国

的関心の的にな りにくかった。

兵庫県震災復興研究セソターは、既存の労働運動団体 などを母体 とする点、 自らは狭い意味で

のサー ビス供給型ボラソティア活動を行 うことな く、調査 ・研究 ・提言を専 らとする点などにお
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いて、一般にイメー ジされるNPOと は異 なっている。む しろ、従来型の市民運動の系譜に属す

るものといえよう。 しか し、 このような調査 ・研究 ・提言型のNPO活 動の集積が、最終的 には

国会を動かし、災害被害者に個人補障をするとい う立法政策の大改革(イ ノベーシ ョソ)を 生み

出 したのである。従来型の市民運動団体とサービス供給型 ボラソティア活動団体とを制度上分け

て扱 う正当性が乏 しいことの証左 といえるであろう。

大震災被災者への公的支援実現を求めて

一兵庫県震災復興研究センター(震 災研 究センター)活 動の記録 一

出 ロ 後 一

は じめに

1998年5月15日 、被災者生活再建支i援法が成立 した。 この法律は、自然災害の被災世

帯 に生活再建支援金を給付するもので、住宅が全壊 した年収500万 円以下の世帯 に最高

100万 円を支給す るなどの内容 となっている。個人補償が法制度上明確になった前進面

がある一方、阪神 ・淡路大震災(大 震災)に は遡及適用 しない ことや給付額 が最高100

万円と低い額 に抑えられたことなど大きな問題点を抱えている。97年5月 参議院に提出

された超党派の 「災害被災者等支援法案」(98年6月 の第142国 会会期末にて廃案)の 全

壊500万 円、半壊250万 円が被災地のせめてもの願いである。

この法律の 「附帯決議」では「(同法の)支 援金に担当する程度の支援裝置が講 じられ

るよう国は必要な措置を講ず ること」を全会一致で確認 した。また、衆議院災害対策特

別委員会の西村章三委員長は 「本法の制定 にあたり、復興基金が実施す る生活再建支援

金の拡充など、地元の主体性 ・独自性を生か した適切な措置を地元県 ・市で検討される

よう期待する」と述べている。

大震災から3年4カ 月、国会ではとにか くここまでこぎつけた。被災地では 「附帯決

議」に基づ く 「行政措置」が6月5日 発表されたが、その内容では到底90数 万世帯の被

災者は救済されないとして、いま改めて 「行政措置」の拡充を求めるとりくみが開始 さ

れている。

兵庫県震災復興研究セソター(震 災研究セソター)も5月27日 、「住宅 ・生活再建支

援緊急3項 目提言」をまとめ、兵庫県知事や神戸市長に申し入れた。

さて、本稿では大震災直後に研究をスター トさせた震災研究セソターの設立経緯や3

年余 りの活動を紹介することにしたい。

1.被 災直後の政策提言の発表 とフォー ラムな どの開催

1995年1月17日 。 一瞬 の うちに5,000人 以 上 もの尊 い命 が奪 われ、汗 と涙 の結 晶 とも

31



いえる家屋 などの財産が倒壊 し焼失 した。1995年 は戦後50年 目の年であった。 日本は敗

戦による瓦礫の中から這い出 し、経済成長 ・開発の道をまっしぐらに走 り続けてきた。

働 き過 ぎによる過労死は世界的に有名 になった。そ して、日本は世界で有数の経済力を

もつに至 った。

大震災。再び目の前は瓦礫の山となった。 この50年 は一体何であったのだろうか。 日

本の一地域で起 こった ことで しかないが、 これは近代技術を過信 し、 自然の力を過小評

価 し、開発に走 り過 ぎたことに対す る警鐘であろ うか。 ここから深 く学ばなければ、尊

い犠牲者に対 して申し訳ない。 これからの復興のための大前提に しなければなるまい。

大震災の中で、幸い生 き延びることができた者が何かしなければという気持ちから震

災研究がスター トした。

1月27日 、日本科学者会議兵庫支部(JSA兵 庫)と 兵庫県労働運動総合研究所(兵 庫

労働総研)め 合同会議 が兵庫労働総研の事務所(神 戸市中央区)で 開かれた。事務所が

入居 しているビルが壊れていなかった ことが幸い した。緊急提言がまとめられるととも

に合宿研究会(2月11日 ～12日)と フオーラム(2 ,月18日)開 催などが決められた。

1月29日 、二つの研究機関は共同で 「震災復興のための提言」を発表。「提言」はそ

の中で・住宅再建や中小業者の営業再建に公的支援 として 「資金援助」の必要性を指摘

した。被災地で公的支援を求めた最初の提言で、その後の方向を示す重要なものとなっ

た。

2月11日 ～ユ2日には、東大阪市のひ らおか山荘において合宿研究会が開かれ、30入 が

参加。震災復興をめ ぐって集中討議がなされた。 この時期は、震災前から予定 されてい

た会議 ・集会などは、相次いで中止 ・延期がされていた。そのような状況下での合宿研

究会であった。

そ して、被災1カ 月後の2月18日 、この二つの研究機関の呼びかけによるフォーラム
"みんなで きりひらこう震災復興"が 開かれた

。寸断 された交通機関の復 旧もあまりす

すでいなかったにも拘 らず、会場の神戸海員会館(神 戸市中央区)に は150名 を超す労

働者、中小商工業者、医療 ・福祉 ・教育 ・マスコミ関係者、弁護士、そ してさまざまな

専門分野の研究者が一同に会 して、6時 間あまりの ロソグランの討議が繰 り広げられた。

1月29日 付の 「提言」の内容がより具体化 された 「震災復興にあたっての要請」 と 「ア

ピール」が確認され、直ちに兵庫県や神戸市に提出された。

フォーラムは、大震災の被害の実態 を明らかに し、被害者の生活と仕事の確保、 さら

に被災地のあるべ き復興への道を探 ることなどを目的に開かれ、討論は、当面の緊急対

策と中長期の方策の二つに分けて行われた。当面の問題 については、仮設住宅や緊急医

療体制、借地借家問題、個人への公的支援 などが中心 となった。中長期の方策について

は、民主的な住民参加のまちづ くり、大企業の移転 と空洞化の恐れ、復興資金などが問

題 になった。

討論で強調された ことは、「地震は天災で防げないが、震災は防げる」 とい うことで

あった。地震から1カ 月経 った時点でなお21万 人 もの人々が不自由な避難 所で生活 をし

てお り、その中で数百人が命を落としている。特に高齢者や身体障害者など、社会的に

弱い立場の人が最 も過酷な状態におかれている。家と仕事場を失い、立ち上が りの意欲

ときっかけをつかめずにいる多 くの被災者、被災企業に解雇 されたパー ト労働者、そ し
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て解雇の不安におのの く数十万の労働者がいる。討論では、 この震災を防 ぐために政府

や自治体がしなければならないこと、またで きることが数多 くあることが指i滴された。

「みんなできりひらこう震災復興一2・18震 災 フォーラム全記録」(兵庫県労働運動総

合研究所)に はこの時の記録 を含め、論文と資料が収められ、被災2カ 月 目の3月17日

に発行された。

これ らの個人補償 ・公的支援を求める声に対 し、当時の村山富市首相は、「気持ちは

わか りすぎる くらいわかりますが、国の成 り立ちとして、そ ういう仕組みになっていな

いんです」(「朝 日」!995年2月11日 付)と 言明。 また、武村正義蔵相は、「私財を築 くの

は自由だが、自分の財産は自分で守 りなさい。国は、例えば泥捧の被害を税金で穴埋め

してあげるようなサー ビスまでは していない。まして、天災はだれの罪でもない。そ う

いう時のためにこそ、損害保険会社がある」などと表明 していた。

「そうい う仕組みになっていない」 とか 「前例がない」などと首相や官僚は言 って き

たが、憲法や法律のどこを根拠に しているのか、甚だあいまいであった。大震災後の運

動 と研究によって、憲法や法律に従 えば、個人補償 ・公的支援はで きるし、また、 しな

ければならない ことが明らかとなった。「仕組みがない」「前例がない」 とい うなら、被

災者を救 う仕組みをつ くればいい、前例をつ くればいい。震災研究セソターは繰 り返 し

そのことを主張 してきた。政治家や官僚は極めて否定的な姿勢であったが、大震災から

3年4カ 月、欠陥をもちつつ もようや く一つの法律がつ くられた。その間に仮設住宅で

の孤独死は220名 を超えた。

2.被 災か ら3カ 月、震災研究センターの発足 と理論 ・政策活動

1995年4月22日 、JSA兵 庫と兵庫労働総研は共同 して 「兵庫県震災復興研究セソター

(震災研究セソター)」 を設立 した。震災直後か らの共同した とりくみを通 して生み出

された研究機関といえる。

緊急提言の発表(1月29日)、 合宿研究会の開催(2月11日 ～12日)、 フォーラム"み

んなできりひらこう震災復興"の 開催 とア ピール ・要請の発表(2月18日)、 都市計画

に関す る住民への協力と神戸市 と兵庫県への 「意見書」提出(3月9日)と 意見陳述

(3月14日 、16日)、 緊急出版rみ んなできりひらこう震災復興』の発行(3月17日)。

そ して、緊急集中講座"震 災復興 と市民生活"(3月7日 、19日)の 開催など精力的にと

りくまれた。

大震災は人間生活のあらゆ る分野にわたって、調査 ・研究 しなければならない問題を

提起 した。当面す る諸課題にとりくむとともに、同時に長期的展望に立 った調査 ・研究

もすすめていかなければな らないとい う共通の問題意識の もとでこの震災研究セソター

は発足 した。

選出された役員は次の通 りで、大学関係者 ・まちづ くりの専門家で構成 されている。

《運営委員》

淺野弥三一(都 市計画家 ・建築士)/菊 本義治(神 戸商科大学教授)※ 代表

北野正一(神 戸商科大学教授)/木 村良夫(神 戸商科大学教授)※ 事務局担当

塩崎賢明(神 戸大学助教授)/竹 山清明(京 都府立大学助教授)
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中谷武(神 戸大学教授)/西 川榮一(神 戸商船大学教授)※ 代表

《事務局長》

出口俊一(兵 庫労働総研事務局長)

震災研究セソターは、発足後3年 余 り次のようなとりくみをすすめてきている。

政策提言や意見書の立案、研究紀要 など書籍 ・資料の発行、研究会 ・講座 ・シソポジ

ウムなどの開催、調査の実施、講師の紹介等々である。い くつかの政策提言がまとめ ら

れてきているが、その骨子を紹介 してお こう。

【被災者が早期に戻れる住宅を再建するための5項 目提言(95年10月27日)】

・住宅の修理費に半額を補助すること。

・公営住宅を8万 戸建設すること。

・戸建てや共同再建のための半額補助 を行 うこと。二重 ロー ソの場合には、新規借 り入

れ分に10年 を限度 として利子を補給すること。

・近郊の仮設の建設に半額を補助す ること。
・政府は、以上に必要な資金約3兆 円を保障すること。

【生活再建緊急6項 目提言(96年3月19日)】

は じめに一生活基盤再建 こそが緊急の課題

・家賃3万 円以下、8万 戸の公営住宅 を市街地に建設すること。
・個人住宅再建に500万 円の公的助成を行 うこと。

・仮設住宅の改善 と移転の希望に応えること。
・仕事 ・雇用を保障 し被災失業者に月額15万 円の手当を支給すること。
・生活困窮者に350万 円の生活支援金を支給すること。
・政府と自治体は災害特別基金の設置 と震災予算 の特別枠化を行 うこと。

【地域に根ざした小売業を復興させるための5項 目提言(96年9月17日)】

・大型店の横暴をやめさせ、これ以上の規制緩和 を許 さない。

・消費税の引き上げ反対、被災地 には消費税の適用除外を。
・被災地の生活、住宅、営業 を再建するために公的支援の拡充を。
・地域の顔、コミュニティの中核としての小売業 をめざそ う。
・小売業者が地域復興の先頭 に立ち、国と自治体 の姿勢を変えよう。

【神戸の産業復興と雇用拡大のための5項 目提言(97年10月13日)】

は じめに一21世紀の展望をひらく産業振興 と雇用拡大 を。

・開発 ・空港 よりも、まず生活再建の支援を。

・中小商工業が主役の神戸経済を。

・神戸の特徴を生か し自立 した都市型経済を。

・大企業 も持てる力を生か して再建に協力を。

・産業 ・雇用振興条例の制定 を。

【住宅 ・生活再建支援緊急3項 目提言(98年5月27日)】

・全壊(全 焼)の 住宅 ・店舗の再建に500万 円、半壊(半 焼)の 住宅 ・店舗の再建に250

万円の公的支援を行 うことは、国 ・自治体の最低限の責務である。

・「附帯決議」 にい う 「支援措置」を具体化するため、さしあた り、現在ある9 ,000億 円
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の基金を取 り崩す こと。 この負債は、政府の肩代わ りで対処することが不可欠である。

・今後9 ,000億 円の基金を取 り崩 してい くためにも 「復興基金」の運営を改善す ること。

そのため、理事は行政サイ ドのみではな く、議会や民間からも選出できるようにす る

こと。また、「復興基金」の執行状況など肝心の情報を積極的に公開すること。

こうして個人補償 ・公的支援をめ ぐる理論上 ・制度上の諸問題をは じめ、時々の課題

について解決の方向を示す政策提言を発表 し、被災者を激励 してきた。

3.大 震災から3年 半、 これか らの組織的課題

最後に、この3年 半の組織運営の経 過と課題 を記 してまとめにす る。事務所は兵庫労

働総研の事務所を使用 し、筆者が兵庫労働総研 と震災研究セソターの両方の事務局を担

当 している。95年4月 のセンター設立前は8回 の合同会議を、設立後は98年7月 まで31

回の運営委員会を開催 してすすめてきている。財政 は 「寄付金、事業費、委託研究費を

もってまかな う」(震災研究セソター申 し合わせ)と しているが、時間的経過の中で、調

査 ・研究の課題が増えてい くのとは逆に、次第に財政事情は悪化 してきている。震災研

究センターはJSA兵 庫 と兵庫労働総研の二つの研究機関が設立 した経緯を踏まえて、こ

のセソター自身は会員制をとっていない。被災地では唯一 ともいえる震災問題の民間の

研究機関に心を寄せる全国600人 余の研究者や市民、市民団体の浄財で運営 されている。

被災者の立場に立って行政 に率直に政策提言 してきている中で、行政か らの補助金は全

くない。震災復興10年 といわれている中で、引き続き当面する課題解決に向けての調査・

研究をすすめてい くために も、財政基盤の確立は重要 なポイソ トである。

(でぐち としかず、兵庫県震災復興研究セソター事務局長)

2.サ ー ビス供 給 型NPOの ア ドボ カ シー機 能 とイ ノベ ーシ ョ.ン機 能

文部省による1997年 度の学校基本調査では、不登校の小中学校が10万 人を超えた。 このような

子供たちを対象とした民間のフリースクールも、全国に設立されている。これ らの中には、学校

へ復帰させ ることを前提としたものもあれば、進学や大検取得を目的とするものもある。

学校へ復帰 させることを前提 とす る団体は、国の教育制度の一部分 との認識が高まってお り、

国や地方公共団体からの助成が期待で きる7)、 進学や大検取得を目的とす るのであれば、予備

校や学習塾 と同じ営利活動と位置づけることがで き、実際 に大手予備校 もこの分野に参入 してい

る。 しか し、学校制度の外側で、不登校の子供たちに学習の場 ・成長の場を、独自に提供 しよう

とす る団体は、これらの子供たちとその親にとって(潜 在的には、いつ不登校をは じめても不思

議のな、 、すべての小 ・中 ・高校生 とその親にとって)、 かけがえのない公益活動を営んでいる

にもかかわ らず、わが国の法制上どこにも位置づけ られない存在であった。

このよ うな団体の老舗格である東京 シュー レは、10年 以上にわたって、不登校の子供たちに

「居場所」を提供す る(も ちろんその中では、学校のカリキュラムに捉われない学習 ・教育が行

われている)と い うサービスを供給 してきたが、その活動の意義はこれにとどまらない。 これら

の団体のサー ビス供給の中には、既に 「学校へ行かなくとも子どもは育つ」とい う強烈なメッセー
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ジが含まれているのである。このメッセージは社会に対す るア ドボカシーとして機能 し、イノベー

シ ョソの原動力になってゆ く。1992年 、文部省は不登校を個人の病理による問題行動 とする認識

を改め、「学校は児童生徒の心の居場所の としての役割 を果たす ことが求め られる」 という見解

を示 した。その後 も 「明るい不登校」は増 え続け、国の教育改革 を推進する要因のひとつとなっ

ている。

これは、不登校 とい う領:域に特殊の現象ではなく、共同購入型の消費者団体などに も顕著に見

られ るところである。わが国のNPO制 度は、国と必ず しも方針 も同 じくしないサー ビス供給型

NPOが 、イノベーション機能を発揮することを妨げるものであってはならない。

法人化の検討とNPO法 の持 つ意味

一東京 シ ュー レの実践 を とお して 一

中 村 国 生

NPO法(特 定非営利活動促進法)が 成立 した。 この新たな公益法人の誕生は、わが

国の様々な市民活動の発展に大 きく寄与すると期待 されてい るとともに、市民活動の質

が真に問われるものであるとも方々で指摘 されている。私たち東京 シュー レは、登校拒

否 ・不登校 とい うわが国独特の教育 ・社会現象に足場を置いて、学校教育以外の子 ども

の学びの場を親 ・市民の手 によって 自前につ くり出 してきたが、NPO法 成立を受けて

改めて当事者 として法人化の意味や可能性を検討 してきた。今、「改めて」 と述べたが、

実 は私たちにとって法人化は数年来の課題であ り、内部で度重ねて議論 してきたテーマ

であった。法律成立までの過程において も1総 務庁による調査や他の市民活動団体 と分

野 を越えての意見交換、国会での早期成立に向けた署名運動等に協力 してきた。 また、

「シーズ=市 民活動を支える制度をつ くる会」や 「日本NPOセ ソター」等とも連携を

とりつつ、教育分野における新たな市民活動のモデルを提示 して もきた。本稿では、私

たちの活動のあゆみや実践を紹介 しつつ、一当事者 から見たNPO法 あるいは法人化の

意味を考えてみたい。

東京 シユー レのあゆみ

東京シュー レは、不登校の子 どもたちの激増するさなかの1985年6月 、「登校拒否を

考える会」の親たちとその応援者の協力により、学校外の子 どもの 「居場所」、「学 びと

交流の場」として誕生 した。現在ではフリースクールの草分け的な存在 としても知 られ

ている。設立の中心 となった奥地圭子は、我が子の登校拒否に直面 した経験から親の学

び合い、支え合いの必要性を感 じ、1983年 、「登校拒否を考える会」を呼びかけ、会は

瞬 く間に会員数1400名 を優に超える規模 となった。

当時、登校拒否に対 しては、心の病、情緒障害、怠け、甘え、逃げ、弱い子、社会性
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の欠如、 自我の未発達といった 「個人病理」とす る見方が支配的であった。学校に行か

ない我が子を 「首に縄をつけてでも」という思いで無理や り登校させたり、病気だから

治そ うと病院などを転々とすることが、さらに子 どもを苦 しめることになるとい う経験

を多 くの親子がしていた。 しかし、親や周囲が目の前の子 どものありのままの姿を認め、

学校に行かないのも一つの生き方、成長の在 り方 として受けとめると、子 どもは楽にな

り、家庭で落ち着いて過 ごせるようになる中で、元気に育つようになるという現実があっ

た。そのような実際の体験から、「学校に行 くのが当た り前」、「学校に行かなければ子 ど

もは育たない玉「学歴がないと生きていけない」などといった 「学校信仰」 こそが親を

も子をも縛 り付けていることに気が付いたのである。そ して、その 「学校信仰」やそれ

を生み出している社会の価値観を問う学 び合いと活動を、「二登校拒否を考える会」 は実

践 してきてい る。

登校拒否をした子 どもたちがたっぷ り休みを取 り、家庭で安心 して過 ごす ことがで き

るようになると、「友達がほしい」、「いろいろ勉強 したい」、家でやれることをや り尽 く

して 「退屈だ退屈た、いろんなことをしてみたい」 といった希望が会で出されるように

なった。かといって学校へ戻 ることは、子どもたちの望むところではない。今からユ5年

ほど前の当時、登校拒否の子 どもたちのための場 といえば病院か戸塚 ヨットスクールの

ような矯正施設があるくらいで、登校拒否を治療の対象 と見るのではなく、一人の人間

として、子どもの学習権を保障 してい くような場はほとんどない状態であった。それな

らば 「親たちの手で創 り出しましょう」と、考える会の活動の中から、親 ・市民 ・教育

関係者による草の根の力で誕生 したのが東京シュー レである。

1985年 、 ビルの一室を借 りてスター トしたが、次々 と子 どもたちの数は増え、1年 後

にはアパー トを一軒、 もう1年 後にはもう一軒借 りるようになり、5周 年を迎える頃に

は120人 の方々が入会の順番を待つほどになって しまい、1991年 、一戸建ての ビルに移

転することを決める。その後も入会希望は後を絶たず、協力者からのお申し出もあ り、

1994年 に2ヶ 所 目のスペースを、そ して1996年 には3ヶ 所 目のスペースを持つに至 り、

現在3つ のスペースで200名 以上の子 どもたちが集 う場 となっている。 また、どこかへ

通 うといった成長の在 り方だけでなく、家庭をベースに育つ在 り方 も応援 し、つながり

合っていこうと、1993年 からホームシューレとい う活動 を、そ して1997年 からイソター

ネ ットを利用 してのサイバーシュー レという活動 も始めている。これらには、海外を含

め 日本全国から約550家 庭が参加する規模になっている。

このような市民による手作 りの場の創出は、決 して片手間でなり得たことではなかっ

た。子どもたちが安心 して通 うことができ、そこから生まれてくる子 どもたちの=希望や

活動に少 しでも多 く応えてい くため、また内外に対 して責任を明確にしてお く必要性か

ら、奥地圭子が東京 シュー レの活動に専念 し主宰す るという形をとった。さらに他のス

タッフも基本的に:専従 として関わる体制をとり、運営 に必要な費用は会員の父母で会費

を設定 して出 し合 う形で場を維持 してきている。

このような東京シュー レの運営は、個人が主宰す るという形式をとりながらも、設立

以来、子 どもたちの活動は子 どもたち自身が ミーティソグで議論 して決め、また、運営

の基本的な方向や経営面などは父母会で議論 し決定するという徹底 した民主的な方法で

やってきている。1991年 の移転を検討するに当たっては、運営に関する討議事項が膨大
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になったため、父母会 とスタッフからの互選による運営委員会を設け、東京 シューレに

参加する者の意思がより効率よく反映 され、合議 によって運営が進む よう工夫 してきた。

7年 前 よりスタッフとして関わっている私 自身も、運営委員会や父母会での検討 を経て

採用 されている。

運営上の矛盾と限界

学校教育を絶対視するのではな く相対的に捉え、子 どもたちの居場所を市民活動とし

て自前に創 り出 してきた東京 シュー レに惹かれ、私は途中から活動に参加 して きた。実

際 にスタッフとして働 く中で、自画自賛のようで申し訳 ないが、改めてその徹底 した民

主的な運営に感嘆 した。かつ、東京 シュー レは子 どもたちが集 うだけでな く、「登校拒

否 を考える会」同様、親のつなが り合い、学び合いの場である。そ してその活動は、自

らの利益のみに留 まらず、登校拒否 ・不登校に対する一般の人々の理解を深め、多様な

子 どもたちの成長の在 り方、教育の在 り方を拓いてい くとい う社会的な広が りと深みを

持 っている。

ところが、.実際の参加者による民主的な運営のやり方 と、個人主宰あるいは経営上とっ

ている個人事業という在 り方とは根本的には矛盾がある。 しか し現実的には、主宰者個

人が膨大なエネルギーと資金を投 じてきたからこそ、学校信仰が根深 く登校拒否に対す

る偏見や差別も根強いわが国において、主宰者を核 として多 くの人々がつなが り、先駆

的に子 どもの居場所 ・フリースクールを市民の力で成 り立た し得てきたと言える。

設立以来、スペースとする場所を借 りるのも、そこに電話一本引 くの も、コピー機を

レソタルするのも、すべて、個人の名義でなさざるを得なかった。 また、例えば借金を

するのも個人であ り、そのための担保 も当然 なが らその個人に負 ってこざるを得 なかっ

た。そのほか、主宰者 も一スタッフとして給与制をとっているが、税金は事業主個人に

かかって くるという矛盾 もあった。つ まり、主宰者個人にあらゆる責任 を負わせざるを

得なかったわけである。

このような経営スタイル も、ビルの一室で通 う子どもの数が40人程度の規模であった

ころは、明日はどうなるやも知れぬという心配には事欠かなかったが、大 きな難はなかっ

た。子 どもの居場所 ・スリースクールという活動内容は独特だが、私塾的に主宰者個人

の力と熱意でカバーできる範囲であったのだ。 しか し、多 くの親子の要望に応えて1991

年く一戸建て ビルへの移転および規模拡大を検討する中で、先の矛盾が現実的な問題と

して浮上 し、運営委員会や父母会の議論の俎上に上 る。移転先の ビルは、東京シュー レ

の活動に対する家主さんの応援もあって、相場に比べかなり安い家賃だったが、入居の

ための保証金が1千 万円を越 え、'月々の家賃 も百数十万 円とい う金額は容易ではなかっ

た・だが・我が子 にとつても・また社会的にも 「東京 シュー レの活動は必要だ」という

父母やスタラフ、主 宰者ゐ熱い思いで移転を決定 したのである。ただ、全責任を主宰者

個人が負 うという形はどうにも解決ならなかった。

これを機に、民主的な運営が内部の申し合わせとして あっても対外的 ・法的には何 ら

保証 されてないという矛盾と、経営規模に比 して個人事業 という形の限界性について、

どのようしたら解決 していけるかと運営委員会:で検討を始めた。それが、法人化の検討
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で ある。

法人化の検討

検討対象 とし得 る既成の法人は、学校法人、社会福祉法人、財団法人、社団法人、株

式会社等の会社法人と非常に限られたものである。私たちの活動が学校教育を相対的に

捉 え(つ まり学校教育法の枠外)、 決 して 「良い学校」を 目指す ものではないなどの点

から、学校法人は非適格である。また、不登校の子 どもは特別の保護を必要とする福祉

の対象ではないし、東京 シューレが更正施設 とイメー ジされる危険性 もあるため、社会

福祉法人 も非適格である。会社法人は利益 を目的 とするため、これ も市民活動 としての

性格上、非適格である。1～5億 円の基金が通常必要とされる財団法人に至っては、残

念ながらどうあがいても不適格である。残 るは社団法人である。 しかし、その設立には

聿務官庁を特定せねばならない。東京シュー レの活動 は子どもの教育に関わる分野であ

るため、所轄 ・監督庁は文部省となるのであろうが、もとより文部行政による登校拒否・

不当行への取 り組みは一貫 して学校復帰であ り、私たちの考え方とは相容れない。その

ような官庁か らの監督は、私たちの活動 自体 が歪められかねないと思われた。検討の結

果、東京 シュー レに適 う既存の法人はな く、法人化の議論はペソデ ィソグせざるを得な

かった。

法人化検討の焦点は、多数の、かつ子どもの入退会 により常に入れ替わりのある参加

者による民社的な運営を、いかに保証 し得 るかという点であった。 しかしそれは、法人

化が実現するしないに関わらず、法人化とは独立 した課題で もある。私たちは、内部で

より民主的な運営への努力を続けてきたが、その一つが経理を透明に し公開性のあるも

のにしてい くことであった。移転による規模の拡大によって、金の出入 りも大 きくなっ

ていた。そこで、それ まで我流に付けていた帳簿 も複式簿記による明確なものにし、父

母会での年間決算報告だけでなく、毎月の決算を運営員会でチェックし経営についての

討議を重ねる体制をとるようにした。市民活動組織 ・団体 にとって法人化に耐 え得 る会

計帳簿を付けることは大 きな負担で、実際、そリノウハウや膨大な作業にかける余力が

ないところも少なくない。私たちの場合、後 にNPO法 人化を検討す る上で、その点で

の問題は小さかったと言える。

NPO法 人化に向けた取 り組み

NPO法 人化については、法成立直後から、運営委員会の中に特別委員会を設け具体

的に検討を開始 した。以前に:増して子 どもたちが通 うスペースも部門も拡大 してお り、

主宰者個人に頼る在 り方はさらに限界 と考えられた。 また、登校拒否 ・不登校をとりま

く社会環境も急激に変化 して きている。教育行政による相談機関や適応指導教室の増設、

不登校の子が通 う塾やサポー ト校の増加 など、いわゆ る 「受け皿」が増 え、それにとも

なって 厂どこかに通えば安心、預ければ安心」と、それらを転々とする親子が増えてい

る。結果、学校に行かない子 どもたちの数は毎年増 えているのだが、落ち着いて休めな

い状況が強くなって きている。東京シュー レもその変化の中にあって、参加す る者たち
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で常に創 り合ってい く意識 も希薄 にならざるを得ない。NPO法 人化の検討作業は、東

京 シューレを必要 とする者が必要とする者自身の手によって創る、という活動の本質 と

運営の在 り方を改めて問い直すものとなった。それ らを含めて、特別委員会では具体的

な準備を進めている最中である。法人化への切 り替えに当たっては、組織、人事、借入

金、担保などをどのようにすればいいか問題 も大 きい。 しが し、 これまで述べて きたよ

うに、活動の本質的な意味において法人化す る意義はそれ以上に大 きいと言える。

おわ りに

この ような検討を経て、私たちはNPO法 人化 の方向を決定 して きた。私たちのよう

な市民活動団体がNPO法 によって法的な能力や権利、そ して責任を持 ち得 る 「器」が

整 ったことは歓迎である。社会的 ・対外的に活動 しやす くなる点はもちろんであるが、

よ り民主的な組織づ くりや運営が実現 し得るとい う点に最 も本質的で重要な意味がある。

現在のNPO法 には税制面が先送 りにされるなど、その 「器」には欠けた部分 もある。

親たちは、国家による公教育を支える税金を支払い、その上 に我が子の教育保障のため

の資金 も出 し合 うとい ういわば二重の教育費負担 をしているが、それには限界があり、

その他の収益事業を合わせることで何 とか東京 シュー レを維持 しているのが実状だ。 し

か し、その収益事業 自体、様々な親や市民の学び合い、出会いの場の機会提供や相談活

動 といった社会的、公益的なNPO活 動その ものなのである。 これを会社法人の営利活

動同等の課税対象 とす る税制は、早急に改められ る必要がある。 また、NPO法 の運用

面において行政の具体的なレベルになると、非常に煩雑かつ膨大な作業が要求されるも

のとなっている。それに掛か り切 りのスタ ッフを必要 と しかねず、私 たちが求め る

NPO法 の本質的な意味を圧倒するほどである。経済的体力が虚弱な我々市民活動団体

にとって、 これ も大 きな負担である。その他、活動の推進のために、例 えば金融機関か

ら融資 を望むような場合、果た して どこまでの社会的信用を得られるかといった不確定

で現実的な課題 もある。市民による自発的で民主的な活動を、法的に位置づけ保証 しバッ

クア ップするとい う重要な部分に も、まだまだ課題が多い。

しか し、ようや く実現 した 「器」に、何を盛ってい くか、そ してその 「器」を豊かな

ものにどう発展させてい くかが、私たち当事者にとって大事なことであろう。

(なかむら くにお、東京 シュー レスタッフ)

3.NPO法 の概観 と問題点

NPO法 の成立は、これまで法人格を持たないまま活動 して きた多 くのNPOに 対 して、ともか

くも法人化の道が開かれた、とい う点では、大きな意義を持つ ものである。 しか し、法人化を必

要 とす るすべてのNPOが 本法の対象とな りうるのか、法人化されたNPOに はどのような法的地

位が与えられるのかなど、検討 を要する点 も多い。以下では、本法の うち、本稿のテーマに密接

な関わ りを有する条文 について、考察を加える。
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(1)名 称 ・目的 ・定義

冒頭で述べたとお り、NPO法 の正式名称は、「特定非営利活動促進法」である。そこで、

本法にい うところの 「特定の」活動 とは何か、が問題 となる8)。

この点について本法は、次のように規定す る。

「(目的)第 一条 この法律は、特定非営利活動を行 う団体 に法人格 を付与すること等によ

り、ボラソティア活動をは じめとす る市民が行 う自由な社会貢献活動としての特定非営利活

動の健全な発展を促進 し、もって公益の増進に寄与することを目的とす る。

(定義)第 二条 この法律 において 「特定非営利活動」とは、別表に掲げる活動に該当する

活動であって、不特定かつ多数のものの利益の増進 に寄与することを目的とするものをいう。」

そして別表は、次の諸活動を列挙する。

「一

四

五

六

七

八

九

十

十一

保健、医療又は福祉の増進を図る活動

社会教育の推進を図る活動

まちづくりの推進を図る活動

文化、芸術又はスポーッの振興を図る活動

環境の保全を図る活動

災害救助活動

地域安全活動

人権の擁i護又は平和の推進を図る活動

国際協力の活動

男女共同参画社会の形成の促進を図る活動

前各号に掲げる活動を行う団体の運営又は活動に関する連絡、助言または援助の活

動」

本法の 目的と定義からすると、「特定」の活動 とは、「市民が行 う」「公益」活動9)(の 一部)

にほかならない。法案名か ら 「市民」 とい う言葉 が削除された経緯については上述(「 はじ

めに」)の とお りであるが、「公益」 とい う用語が法律の名称はおろか定義にさえ入れ られな

かった経緯は、次のように説明される。

「「公益」 とい う用語については 「官益」を連想させるとの意見 もあったため、「公益」に

かわ り、同一の内容を意味 し、より価値中立的な 「不特定かつ多数の ものの利益」 を要件 と

することとされた。」10)

官益が しば しば公益に反するということは、行政改革への各省庁の抵抗や頻発する構造的

な汚職事件 を通 じて、今や国民の常識 となった観があり、不必要な言換えと思われる。む し

ろ、「公益」とい う用語を名称 ・定義に盛 り込むことによって、公益実現が官の専売特許で

はないという点を、明確に打ち出 したほ うがよかったのではないだろうか11)。

また、「公益」を 「不特定かつ多数のものの利益」 と言い換えたことによって、「不特定」

とは何か ・「多数」 とは何か、とい う問題が改めてクローズアップされるか もしれない。

民法上の公益法人については、既に、公益法人監督事務連絡協議会12)に よる次のような

基準がある。

「公益法人は、積極的に不特定多数の者の利益の実現をとす るものでなければならない。

したがって、次のようなものは設立を許可 しない。

ア 同窓会、同好会等構成員相互の親睦、連絡、意見交換等を主た る目的とするもの。
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イ 特定団体の構成員 または特定職域の者のみを対象とする福利厚生、相互救:済等を主たる

目的 とするもの。 .

ウ 後援会等特定個人の精神的、経済的支援を目的とするもの。

(昭和47年3.月23日 「公益法人設立許可審査基準等に関する申し合せ」)」13)

従来、設立を許可されていた同窓会 ・同好会などの組織は、 この基準によって、公益法人

としての適格性を欠 くこととなった。

これをNPOに 当てはめてみ ると、たとえば会員制による介護ボランテ ィア活動を行 う団

体 のうち、健康な時期に入会 して介護 ボランティアを した者が、介護 を要する状態になった

どきにサー ビスを受けられるとい うシステムを採 るものは基準のイに、人権保障や環境保全

を目的とする裁判支援団体は基準の ウに抵触 し、法人格を得 られないとい う恐れはないであ

ろうか。 もしこのような解釈 ・運用が行われれば、「市民が行 う自由な社会貢献活動 として

の特定非営利活動の健全な発展を促進 し、もって公益の増進 に寄与す る」(第1条)と い う本

法 の目的は、著 しく矮小化 されることになる。

また、別表でNPO活 動の領域を12の 分野に限定 した ことにも疑問が残 る。 この限定の理

由は、次のように説明される。

「本法については、公益非営利 とい う同 じ分野で民法三四条 と本法の二つの法人格付与制

度が併存 してよいかとい う議論があったため、民法の厳 しい許可制度に対 して、特定の活動

分野を選び出 して簡易に法人格を取得で きる制度をつくるとの理 由で、特定非営利活動法人

の活動が、別表に掲げる一二の活動分野に限定 されている。」14)

しかし、 この12分 野においては、民法上の公益法人とNPO法 人とい うふたつの法人制度

が併存することにかわ りはない。加えて、既存の公益法人は厳 しい許可制度である替 りに、

後述する税制上の優遇など一定の特権 を受けるのだから、ある団体が民法上の公益法人にな

ろうと}NPO法 人になろうと、また、民法上の公益法人であったものがNPO法 人に衣替え

しようと、その逆の コースをとろうと、その団体 の選択に委ねてなんの不都合があろうか。

む しろ、この12の 分野に該当 しない活動を行 う団体から法人化め機会を奪 うほ うが、上掲の

立法 目的に反する結果 となるであろう。

すでに、 この12分 野に消費者の利益を促進す る活動が含まれていない ことが、問題視 され

ている15)。また、市民オ ンブズマソなど行政監視活動を行 う団体 も法人格を得にくいであ

ろうし、在 日米軍や自衛隊基地の監視 ・抗議活動が、「人権の擁護 または平和の推進 を図る

活動」に含まれるか否かも不透明である。 このようなア ドボカシー団体を排除する意図が立

法府にあったと解 されても致 し方 ないのではないか。

(2)所 轄庁 ・「設立の認証」

NPOの 所轄庁は、法第9条 によれば、原則 として都道府県知事であ り、「二以上の都道府

県の区域内に事務所を設置す るもの」(同条2項)に ついてのみ、例外的に経済企画庁長官 と

なる。民法上の公益法入が、行政の縦割 りをそのまま反映する主務官庁制度によって、活動

の幅を制限 された り、複数の所轄庁の監督を受けるために事務 が煩雑になったりしている実

情に照 らせぱ、弊害の少ない制度である。

また、法第12条 第1項 は、NPOか ら提出された申請が法定の要件に適合す るかぎり、「そ
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の設立を認証 しなければな らない」 と規定 し、所轄庁の裁量を明示的に否定する16)。 これ

は、民法上の公益法人が、その設立に際 して、主務官庁から多数の会員や多額の基本財産を

要求 されるなど、小規模のNPOが 、たとえ公益活動を行 っていても、現実には法人格を得

られない制度運用が行われていることに鑑みて、改善 された点であろう。

ただし、本条をもって、所轄庁による裁量の余地が、実質的に排除されたと解することは

できない。第12条 第1項 は、次のような規定である。

「(認証の基準等〉第一二条 所轄庁は、第十条第一項の認証の申請が次に各号に適合する

と認めるときは、その設立を認証 しなければならない。
一 設立の手統並びに申請書及び定款 の内容が法令の規定に適合 していること

。

二 当該申請に係 る特定非営利活動法人が第二条第二項に規定する団体に該当するもので

あること。

三(略)

四(略)」

そ して、本条項第2号 の挙げる第二条第二項は、次のような規定である。

「2こ の法律において 「特定非営利活動法人]と は、特定非営利活動を行 うことを主た

る目的とし、次の各号のいずれにも該当する団体であって、 この法律の定めるところにより

設立 された法人をいう。(以 下略)」

ここで再 び、「特定非営利活動」 とは何か、特に 「特定」 とはいかなる意味か、 とい う問

題に立ち戻 らざるを得ない。すなわち、 申請団体の活動が 「不特定かつ多数のものの利益の

増進 に寄与する」(二条一項)か 否か、についての第一次的公益判断権限はあくまでも所轄庁

にあ り、そのかぎりで、所轄庁による裁量の余地は残 る。

ただその判断権者が、民法上の公益法人では主務官庁であるのに対 して、NPO法 では、

都道府県知事(経 済企画庁長官)で ある、という違いである。 この 「違い」は、各中央省庁

の政策に反するア ドボケー トが法人格を認め られないとい う懸念を軽減するが、一方、地域

性の強いイシューに関 して都道府県の政策に反するア ドボカシー活動を行 う団体が知事 に申

請す る場合、法人格が得 られに くくなる恐れを含んでいる。

(3)監 督 ・情報公開

NPO法 人の監督の方法としては、報告及び検査 ・改善命令 ・設立の認証の取消 しが、用

意 されている。このうち、報告及び検査について、法第41条 は、NPO法 人が 「法令、法令

に基づいてする行政庁の処分または定款 に違反する疑いがあると認められる相当な理由があ

るとき」 にかぎり行 うことがで きるとしている。 これは、民法第67条 第3項 が、「主務官庁

ハ何時ニテモ職権ヲ以テ法人ノ業務及 ヒ財産 ノ状況 ヲ検査スルコ トヲ得」としているのに比

べて、所轄庁の裁量を大幅に縮小 した ものである。また、NPO法 の同41条 第2項 および第

3項 においては、検査をする職員に検査の理由書や身分証明書を提示 させるなど、検査の手

続 きにも一定の配慮がなされている。

改善命令 と設立の認証の取消 しについては、NPO法 は次のように規定する。

「(改善命令)第 四十二条 所轄庁は、特定非営利活動法人が第十二条第一項第二号、第三

号又は第四号に規定する要件を欠 くに至 ったと認めるときその他法令、法令に基づいてする

行政庁の処分若 しくは定款に違反 し、又 はその運営が著 しく適正を欠 くと認めるときは、当
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該特定非営利活動法人に対 し、期限を定めて、その改善のために必要な措置を採 るべきこと

を命ずることができる。

(設立の認証の取消 し)第 四十三条 所轄庁は、特定非営利活動法人が、前条の命令に違反

した場合であって他の方法により監督の 目的を達することがで きないとき又は三年以上にわ

たって第二十九条第一項の規定による事業報告書等、役員名簿等又は定款等の提出を行わな

いときは、当該特定非営利活動法人の設立の認証 を取 り消す ことができる。

2所 轄庁は、特定非営利活動法人が法令に違反 した場合において、前条の命令 によっては

その改善を期待することができないことが明 らかであ り、かつ、他の方法により監督の

目的を達す ることができないときは、同条の命令を経ないで、当該特定非営利活動法人

の設立の認証を取 り消す ことができる。

3前 二項の規定による設立の認証の取消 しに係 る聴聞の期 日における審理は、当該特定非

営利活動法人から請求があったときは、公開により行 うよう努めな:ければならない。

4所 轄庁は、前項の規定による請求があった場合において、聴聞の期 日における審理を公

開により行わないときは、当該特定非営利活動法人に対 し、当該公開により行わない理

由を記載 した書面 を交付 しなければな らない。」

民法上の公益法人について設立許可の取消 しを定めた民法第71条 と比較す ると、NPO法

では原則として改善命令を前置する点、改善命令 を経ないで設立の認証 を取 り消すことがで

きるのは、法人が法令 に違反 し、改善命令 によってはその改善を期待 しえないことが明 らか

であり、他の方法により監督の目的を達することがで きない場合に限られるとす る点などが、

監督権限の縮小を表 している17)。

このようにNPO法 においては、監督制度が比較的緩やかなもの とされた一方で、法人情

報の公開制度が設けられた。 これを、所轄庁による監督から市民 ・社会 による監督へのシフ

トと位置づけることができる。このうち法第28条 第2項 は、社員その他の利害関係人に対す

る公開の制度であるが、これに対 して第29条 第2項 の公開は、行政庁の保有情報にかかる一

般市民への公開制度である点が評価 される。

さらに、上掲第43条 第3項 および第4項 が、市民による監督の制度といての役割を担 って

い ることに着目すべ きであろう。行政手続法第20条 第6項 が、不利益処分に係る聴聞の審理

を原則非公開とするにも関わらず、本条は、所轄庁に対 して公開審理の努力義務を課 してい

る。 したがって本条の公開は、NPO法 人を監督する所轄庁を、聴聞の公開を通 じて一般市

民が監督 し、 これによってNPO法 人活動そのものの適正 とともに、所轄 庁の監督の適正を

も担保する、とい う二重の機能を果たす制度 とな っいる18)。

(4)税 制上の課題

NPO法 第46条 第1項 は、税法上の特例 として、NPO法 人を法人税法 「第二条第六号に規

定する公益法人等 とみなす」 と規定するが、法人税率については、普通法人 ・人格なき社団

並みの税率(37。5%)が 適用 される(公 益法人は27%、 法人税法第66条 参照)。

寄付金の損金不算入の扱いにおいては、法人税法施行令第73条 によると、寄付金の損金算

入限度額について、普通法人や人格なき社団が当該事業年度の所得の金額の2.5パ ーセン ト

などの低率であるのに対 して(第1項 第1,2号 参照)、 公益法人では同20パ ーセソ ト(学

校法人 ・社会福祉法人および更生保護法人では50%)を 上限とする損金算入が認め られてい
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る(第1項 第3号 、ただし法人税法施行規則第22条 の2参 照)。 これについてNPO法 では、

特定公益増進法人に対 してNPO法 人が出捐 した寄付金の額を(損 金算入限度額相当額を越

えない範囲で)、損金不算入の計算の基礎となる寄付金の額 の合計類 に含めない(法 人税法

第37条 第3項 参照)、NPO法 人の収益事業に係るみな し寄付金に関して損金算入限度額を設

けない(同 条4項 参照)、 等の点で、普通法人 と同 じ扱いになっている。 したがって、NPO

法人における寄付金の損金算入限度額は、普通法人 ・人格なき社団並みの低率が適用 される

であろう。

地価税 については、NPO法 第46条 第3項 が、地価税法 「第二条第六号に規定す る公益法

人等 とみなす」と規定するが、同条同項但書 きは、非課税の扱いについて 「人格のない社団

等とみなす」と規定する。 これにより、公益法人等の所有する土地が、公益事業に供 されて

いると収益事業に供 されているとを問わず、基本的に非課税である(地 価税法第6条 第2項

参照)の に対 して、NPO法 人の所有す る土地では、収益事業用地は課税 の対象 とされ る

(地価税法第6条 第4項 参照)。

地方税 については、法人事業税の非課税所得の範囲(地 方税法第72条 の五第1項)や 事業

所税の非課税の範囲(同 法第701条 の34第2項)に 関 して、公益法人並みの扱いを している

が(NPO法 附則第4項)、 不動産取得税 ・固定資産税 ・都市計画税 ・特別土地保有税につい

て公益法人の有する非課税の特権(地 方税法第73条 の四 ・第348条 第2項 ・第586条 第2項 第

28,29号 ・第702条 の二第2項)は 、NPO法 人には与 え られていない。また・都道府県民税

および市町村民税の法人税割 りは、法人税額 を課税標準 としているため(地 方税法第23条 第

1項 第3号 、第292条 第1項 第3号)、 公益法人に比べて法人税率の高いNPO法 人は、収益

事業を行 った場合、地方税 も比較的高額にな らざるを得ない。

このように現行のNPO法 では、NPO法 人の税制上の優遇の度合いは公益法人 より低 く、

人格なき社団並み とされている。 しか し、本法附則第2項 はNPO法 人制度について 厂この

法律の施行の 日から起算 して三年以内に検討 を加え、その結果に基づいて必要な措置が講ぜ

られ るものとする。」 と規定 している。また、本法には、「税制等を含めた見直 しは、法律の

施行の日から起算 して二年以内に検討 し、結論を得 るものとすること」 という付帯決議 が付

されている19)。したがって、優遇税制についての本格的な検討 は、今後の課題とい うこと

ができる。

ここで、NPO法 人 が更なる税制上 の優遇 を受けるためには、法人格の取得 よ り厳格な要

件を課せ られ ることとなろう。その要件 は、法人の組織や活動実績にも及ぶであろうが、よ

り本質的には、「優遇税制の対象となるにふさわ しい活動の公益性」が問われることとなる。

すなわち、NPO活 動の公益性は、「特定非営利活動法人」 としての法人格を得る段階 と、付

加 された税制上の優遇措置の対象に認定される段階で、少なくとも二重の絞 りをかけられる。

この絞 りは、諸外国の立法例を見ても、非課税 ・免税の認定 と、寄付税制上の優遇の認定 と

が、別々の手続きで行なわれている例が多 く、非課税 ・免税の要件よりも寄付税制上の優遇

の要件のほうが一般に厳 しい ことから、三重の絞 りにはなると予想されるし、あるいはそれ

以上の多段階のものになるかもしれない。

(a)NPOへ の課税

このうち、非課税の認定 についてNPO先 進国アメリカの実情は、次のように評 されてい

45



る。厂非課税資格は、法人格の取得 と同じように、政府 から与 えられるものではな く、権利

とみなされているようであ り、IRS(連 邦歳入庁一筆者注)の 承認 における裁量 は非常に小

さい。Roha&Flaherty(法 律事務所)で の聴取によると、「10年間の経験 における150の

申請のうち、拒否されたのは一つだけ(コ ソピュータを使用 したデー トクラブのようなもの)」

とのことである。

たとえ、反社会的団体 に対 して も、組織 がアメリカ国内法に違反 しない場合 には、IRC

(内国歳入法一筆者注)501条(c)(3)に 該 当する以上、か りに人種差別的な団体であっ

て も、免税資格 は与えられる。」20)

また、 ドイツでは、法人税免除の対象 とされる公益性についての具体的な認定基準が、租

税通則等に明定 されてお り、 これは、次のように評され る。

厂公益性が認められる範囲はかなり広い。たとえば、「模型飛行機の普及」のための活動等

は公益性が認められることになる。 しかし、 自分たちが楽 しむための模型飛行機の同好会は、

一般の利益のための ものではないか ら、公益性は認められないことになろう。国や行政の計

画 に反対するものであってもよい。たとえば、原子力発電所の建設や道路建設に対 して環境

保護の観点から反対する活動等 も公益性が認められる。」21)

ただ し、イギ リスでは、チャリティ法上の公益 目的要件(一 義的にはチャリティ登録の要

件であるが、税の優遇要件 と直結 している)は 、かな り狭 く解 されているようである。

「この点(も っぱ ら公益 目的であるとの認定一筆者注)は 、 しば しば、チャリティ側 と内

国歳入庁との争 いともなる。たとえば、立法を推進 しまたは これに反対するような政治 目的

の もの(生 体解剖禁止法を求めるもの、アムネスティ・イソターナショナル ・トラス ト等に

ついての判例がある)、付随的活動 として無視す ることがで きないような活動を 目的とする

ものは、適格性を欠 くとされ る。」22)

逆にフラソスでは、非営利社団については、当該社団が公益性を認定 されているか否かに

関わ らず、課税免除や軽減税率が適用され るとの ことである23)。

わが国においては、従来、民法上の公益法人の許可が 自由裁量:行為とされるとともに、優

遇税制 も民法上の公益性認定と連動 してお り、課税当局による独自の公益性認定の制度を採

用 して こなかったことから、税法上の公益性認定の基準価額が確立されていない。 しか し、

NPO法 がその第2条 第1項 や別表 によって、「特定非営利活動法人」 として法人格 を与えら

れ るNPO活 動の幅そのものを制限 していることに鑑みれば、NPO法 人の法人格取得におい

て さえ、アメリカや ドイツの非課税 ・免税要件 より広い公益性認定が行なわれる・とは考えに

くい。 したがって、少なくとも法人税率については、同法第46条 第1項 を改正 し、公益法人

並みの優遇税率を適用するのが、国際標準にかなっているであろう。

(b).寄 付控除

個人や団体がNPO法 人に寄付 を行 った場合の寄付控除については、今回の立法では全 く

触れ られていない。NPOの 多 くが、会費や寄付 を重要な収入源と してお り、なかで も個人

か らの会費 ・寄付の割合が高いこと24)、さらに、半数近 くの団体 が、活動経費について将

来 に不安を覚えていること25)に鑑みれば、寄付控除はNPO支 援に欠かせない方策であり、

立法化の急がれ る課題といえよう。

わが国の現行法を見ると、個人の行 う寄付については、所得税法78条 に特定寄付金の控除
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の制度がある。特定寄付金には、次に掲げるものが含まれる(同 条第2項 参照)。

1)国 または地方公共団体に対する寄付金

2)指 定寄付金(公 益法人その他の公益を目的とす る事業を行 う法人または団体に対す る寄

付金のうち、次に掲げる要件を満たす と認め られ るものとして政令で定めるところにより

大:蔵大臣が指定 した もの

イ 広 く一般に募集されること

ロ 教育または科学の振興、文化の向上、社会福祉への貢献その他公益増進に寄付す るた

めの支出で緊急を要するものに充て られることが確実であること)

3)特 定公益増進法人に対す る寄付金(公 共法人等 として別表第1第1号 に掲げる法人その

他特別の法律により設立された法人の うち、教育または科学の振興、文化の向上、社会福

祉への貢献その他公益増進に著 しく寄与するものとして政令で定めるものに対す るその法

人の主 たる目的である業務に関連する寄付金)

指定寄付金には、大蔵省告示による包括指定に、学校法人、私学振興 ・共済事業団、日本

育英会、研究法人に対す る寄付金、各都道府県共同募金会の行 う共同募金、日本赤十字社の

行 う募金 に対する寄付金および社会福祉事業 ・更生保護事業のために中央共同募金会 または

各都道府県共同募金会に対 して支出された寄付金のほか、阪神 ・淡路大震災に関連 して、公

共法人または公益法人が事業の用に供 していた建物の再建 ・修理費用 と 「社会福祉事業に関

する民間奉仕活動を行 う団体等が阪神 ・淡路大震災による被災者の救援活動等に必要な資金

に充てるものとして、社会福祉法人全国社会福祉協議会に対 して支出された寄付金(平 成七

年三月二十七 日か ら平成九年三月三十一 日までの間に支出されたものに限 る。)の 全額」(平

成7年3月27日 号外大蔵省告示大58号 第2号)と が含まれている。また、個別指定には、

「「国宝 ・重要文化財 の補修費用」「国際会議開催の費用」「博物館の建設費用」」26)などがある

とのことである。

特定公益増進法人は、所得税法施行令第217条 に列挙 されているが、同上第1項 第3号 で

は、民法上の公益法人が特定公益増進法人の指定を得るための要件のひとつとして、「相 当

と認め られる業績が持続 できること」 という要件が挙げられており、研究助成(同 号ホ)・

留学生交流(同 号 リ)・青少年の社会教育(同 号 ヌ)・博物館の振興(同 号 ワ)受 刑者の指導

(同号ネ)・ 貧困者の訴訟援助(同 号ナ)・ 中国在留邦人の帰国後の生活支援(同 号 ラ)・薬

物濫用防止 と青少年の非行防止(同 号ノ)・水難援助(同 号 ク)・ レクリエーショソの普及振

興(同 号ヤ)に ついて 「その業務が全国の区域 に及ぶものに限る」とされているほか、地域

住民の国際交流(同 号ネ)で は 「当該区域における国際支流に中心的な役割を果たしている

もの」、中国在留邦人の帰国促進では 「国の支援を受けて行 うもの」、野生動植物の保護繁殖

(同号ム)で は、 「国または地方公共団体の委託を受けているもの」などの限定が付されて

いる。

これを見るかぎり、本条で 「公益増進 に(著 しく)寄 与する」とい う場合の公益性は、民

法上の公益法人など既存の法人のなかで も、特に組織 ・財政上の規模の大きな団体、国や地

方公共団体 となんらかの関わ りがある団体 とその活動に しか認め られないようである。

NPO法 人あるいはその活動が本条の対象 とな る場合は稀であろうし、特に寄付 ・会費に頼

らざるを得ない小規模NPOに とっては、全 く役 に立たない制度 となっいる幼 。

公益法人 「その他 の公益を 目的とす る事業を営む法人」に財産を寄付(贈 与 ・遺贈)し た
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場合は、租税特別措置法第40条 の規定 にしたがって、譲渡所得税が非課税とされ るが、これ

には、「当該贈与または遺贈が教育 または科学の振興、文化の向上、社会福祉への貢献その

他公益増進 に寄与することその他の政 令で定める要件を満たす ものとして国税庁長官の承認

を受けたもの」という要件が付されている。この承認は裁量性が高いことか ら、 どのような

NPO法 人なら国税庁長官の承認を受けることができるのかが問題 となる。相続財産の贈与

(寄付)に も相続税が非課税とされる制度があるが、特定公益増進法人に寄付 した場合に限

られている(同 法第70条)。

また、法人などの団体の行 う寄付の損金算入については、法人税法第37条 に規定がある。

同条第6項 によれば、 これは基本的に、寄付の趣旨の公益性あるいは受入団体の公益性を問

題 にす る制度ではない28)が、同条第3項 第2号 および第3号 により、特定公益増進法人に

対する寄付金が同条第2項 の損金算入限度額 に係 る不適用の対象 とされることから、その限

りにおいては公益性が問われることとなる。

法人に対する寄付への控除等については、上記の各国とも、法人に対する非課税 ・免税よ

りも厳格な公益性の認定制度が設けられているようである。

たとえば、アメリカでは 「寄付金免除の対象となるNPOは 、非課税資格をもつNPOの う

ち、IRC501条(c)(3)に 規定す るNPOの みに限定 され」29)ている。そのため、労働組合

などの共益的団体 に加えて、社会貢献 目的で政治的な市民運動を行 う団体(同 条(c)(4)

に規定)等 も、寄付控除の対象とはならない。

.ドイツで も、 「慈善、教会、宗教、学術 目的以外の公益 目的については、 「その公益 目的

が特別に増進に値するもの(besondersf6rderungswOrdig)と いう要件が加重 される。ど

のような場 合 に、 「特 に 増 進 に 値 す る」 といえるかについては、所 得 税 法 指 針

(Einkommensteuer-Richtlinie)・ 別表7に 列挙 されている。それによれば、た とえば

厂青少年福祉 ・保護の促進 目的」「動物保護i目的」等は無条件で 「特に増進に値する」 とされ

る。 これに対 して、「スポーツ振興」「自然保護」等の場合には、寄付の受入先が 「公法上の

法人 または公的機関」である場合にのみ、特別に増進の価値ありとされる。」30)

課税免除や軽減税率の適用 に際 して公益性を問わないフラソスでも、寄付控除の対象は、

「慈善、教育、学術、社会、人道、スポーツ、家族、文化的性格を有する、または、芸術的

資産の活用、自然環境保護i、フラソス文化フラソス語 フラソス学術知識普及に関す る一般利

益の事業 または機関への払込み」31)に限 られる32)。

諸外国が このように比較的厳 しい公益性認定基準を立てているのは、寄付控除が、国の事

業と民間公益事業 とのあいだで、資金の獲い合いに似た構図を描 き出すことによると思われ

る。 したがって、国が税金を使 って直接行 うと同等かそれ以上の公共性 ・公益性を有す ると、

国(多 くは課税当局)が 認めた民間の活動でなければ、寄付控除の対象とならない。さらに、

民間団体の実現 しようとする公共性 ・公益性が、国の考える公共性 ・公益性と一致 していな

ければ、その事業が寄付控除の対象となる余地はない。

しか し、NPO活 動 の究極的な意義は、公益の担い手は専 ら第一 セニクター(国 と地方公共

団体)1で あ り、民間セクターは専 ら私益を追及する、とされて きた従来のパラダイムの転換

にある。公益を追及す る民間 クター(真 の第三セ クター)が 、アドボケー トとして、イノベー

ターとして充分に機能するためには、第一セクターと方針を同 じくす る団体のみを優遇する

制度は、厳に避けなければならない。

48



特に寄付控除は、資金配分を通 じた直接民主制の装置としての役割を果た しうる。すなわ

ち、国や地方公共団体の事業 よりもNPOの 事業の方 がより公益 に資すると評価すれば、市

民は、税金 よりもNPOに 対す る寄付金 を支払い、控除を受けることを選択するであろうか

ら、政策選択の機会を市民に与えることになるのである33)。

加えて、国や地方公共団体'による補助金 ・助成金との関係がある。すなわち、第一セクター

と方針を同じくする団体であれば、個別の事業 ごとに、各種の補助金 ・助成金を受けること

が可能である。 これに対 して、第一セクターと方針を異 にする団体は、 これらの収入を期待

できす、民間からの会費 ・寄付に頼るしかない。 このことだけでも既に、第一 セクターと方

針を異にする団体 は資金上の不利益を被 ってい るのだから、 この上、寄付税制 によって相対

的に不利に扱われては、資金力における団体間の格差は不当に拡大する。資金力の格差は活

動規模 と活動内容の格差につながり、市民にる団体の公益性判断に、ひいては、市民による

政策選択に、歪みをもたらすことにもなろう。

以上より、寄付税制においては、公共性 ・公益性を特 に緩やかに認定す る制度が望ま しい

というべきである。

4.サ ー ビス の供 給 か らイ ノベー シ ョンへ

本稿は、文教大学国際学部の共同研究の成果 として上梓するものであ り、 この研究チームの統
一テーマは、「大学 と地域社会」であった。そ こで最後に、文教大学湘南図書館 における住民開

放の制度を取 り上げることにする。い うまで もなく、これは学校法人の一部局による実践であり、

独立のNPOと は主体 を異にするが、専 らサービスの供給を行 うNPOが 、行政 と対等な協力関係

を結んでイノベーショソの機能を果たすに至る道筋を、ひとつのモデルとして提示できると考え、

ここに加え.るo

文教大学湘南図書館における住民開放について

ハ 代 隆 政

宮 崎 直 人

は じめに

文教大学湘南図書館は1991年4月 に茅 ヶ崎市立図書館との間に 「茅 ヶ崎市立図書館 と

文教大学湘南図書館 との申 し合わせ」の協定を結び、資料の相互貸借、相互複写および

茅 ヶ崎市民への本学図書館の利用開放を開始 した。地域社会に対する接触は、本学でも

.すでに大学公開講座などの形で実施 されている。 また越谷校舎図書館では図書館の住民

開放 とともに、児童文庫 「あいのみ文庫」による児童 向けサービスなど積極的な図書館

拡張サー ビスを展開 しており1)、年間利用者数延べ1276名 、同貸出冊数3690冊(1996年
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度)と いう実績 を上げている。 しかし1997年 度の湘南図書館の茅ヶ崎市民の年間登録者

は20名 、年間延べ利用者数は17名 とい う低い数字に終っている。 ここでは、湘南図書館

の住民開放に至 る経緯 、内容、利用の現況についてその概要を報告す るとともに、その

問題点に関 して若干の私感を述べることとする。

大学図書館の地域開放

昨今、生涯学習や社会教育が推進され、少なか らず一般市民の知に対する欲求が高まっ

ている。放送大学の開講や市民講座、通信教育、カルチャーセソターなども盛況である。

このような状況のなか、大学の教育 ・研究資源 を開放 して、生涯学習社会に貢献する

「開かれた大学」 となるような社会的要請が強 まっている。

もちろん、基本的には大学 図書館は大学構成員である当該大学の学生および教職員を

第一義的に利用対象とする。 しかし、ほとんどの大学図書館では従来か ら大学構成員以

外の 「学外者」に対 しても利用を可能 としている。一言で学外者といっても様々である

が、概ね次の5つ のカテゴリーに大別するのが一般的である。

1.当 該大学関係者(卒 業生 ・旧教職員 ・教職員の家族や知人)

2.他 大学の教職員 ・学生

3.図 書館関係団体'協定者

4.民 間企業関係者 ・研究者

5.一 般市民

従来 まで 「大学図書館の公開」 といった場合、実際は上記 のうち2,3お よび4の 一

部を対象とするのが常であった(1は 準大学構成員とでもいえよう)。つまり、学外者

の図書館利用を可 としていて も図書館相互協力協定に基づ く利用がその中心であった。
これはあ くまで も大学図書館公開の狭義の概念であり、公共性に基づいた一般公衆への

公開 という広義の概念ではなかった。平た くいうならば、知的欲求はあるが大孛 に 「コ

ネ」のない人たちが5の カテ ゴリーの意味するところの一般市民であ り、その人たちに

図書館を利用 して もらうことが 「大学図書館の開放」なのである。

では、「利用」 とは具体的にどのよ うな形を指すのか。 日本図書館協会は1983年 に実

施 した大学図書館の学外者の利用調査結果か ら、学外者の利用形態を以下のように分け

ている。

1.開 放型:だ れでもが、または地域住民や通勤者が、簡単な手続きにより図書館の資

料の大部分を無料で閲覧す ることがで きるもの

2.準 開放型:不 特定多数の学外者が無条件でまたは一定の条件つきで何 らかのサービ

スを受け られる図書館

3.部 分開放型:大 学 または図書館 と直接のあるいは間接的なつなが りを持つ機関や個

人に利用 させるもの

4.不 定型:個 別に対応するところ、および図書館長等の許可を必要とす るが許可の基

準が明らかでない もの

5.閉 鎖型:学 外の利用を謝絶する図書館
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上記の うち、5は 問題外と して、3と4も 門戸を広 く社会 に開こうとする姿勢に欠け

る。従 って1と2が 大学図書館の開放にふさわしい利用形態である。要するに 「大学図

書館の開放」 といった場合、知的欲求をもった大学に関わりのない一般市民に対 して、

で きるだけ簡単な手続きだけで、資料の利用をはじめとする各種のサービスを提供する

ことである、といえよう。

数字的 にみると、実際に大学図書館を公開 して、地域住民に対 して図書館サー ビスを

提供する館は、今 日の大学開放政策の起点とされる中央教育審議会の答申 「生涯学習に

ついて」が提出された1981年 では、図書館年鑑1992に よると、国公私立をあわせて、わ

ずかに144館(13.5%)、 うち国立大学は52館(16.2%)、 私立大学が52館(10.5%)、 公

立大学は14館(25.9%)で あった。

1997年 になると、同じく図書館年鑑i1998に よると、国公私立あわせて562館(51.0%)、

うち国立大学は191館(65.2%)、 私立大学が314館(43.1%)、 公立大学は57館(70.4%)

とな り、 この16年 間に住民サービス実施館が4倍 近 くに増加 した。 しかし館外貸出の実

施館 となると173館 と少なくな り、全体の15.4%の 比率 となって しまっている。地域開

放の実施館は増加 の一途を辿 っているが、そのサー ビスの内容については千差万別であ

り2)、大学図書館の真の開放は未だ発展途上にあると位置づけることができよう。

そ もそも大学図書館は大学の組織を構成する教員 ・研究者 と学生を主たる対象として、

学術情報 を提供することを第一義とされてきた。国内で刊行 される出版物を網羅的に収

集 し、国会議員の利用上の便宜をはかるとともに、広 く一般の利用に応 える国会図書館

(国立国会図書館法2条)や 、社会教育のために地方公共団体が設置す る公立図書館

(社会教育法9条 、図書館法2条)と は性格を異にする。 しか し1953年 の国立大学図書

館改善要項では、「大学図書館が教官、学生更に一般職員の利用 に供 しなお余力がある

ときは、大学外の希望者 に対 して も公開することが望ま しい」3)とされ、1961年 の公立

大学図書館改善要項では、「教員、学生 さらに一般職員の利用 に供 してなお余力がある

ときは、つ とめて地域内の住民および研究機関の利用に供することが望ましい」4)と さ

れた。いずれ も国または地方公共団体の設立にかかわる大学図書館のために、大学構成

員を最優先 しながらも、学外者を 「余力」という条件付 きなが らも利用対象者とした。

その後1977年 の国立大学図書館改善要項 「改訂のための試案」ではそれが 「研究者の利

用への協力」 に変更 された。 さらに1982年 改訂の大学図書館基準では、厂学内利用者の

みならず、広 く研究者の情報需要に応 じるよう地域的 ・全国的さらに国際的な相互協力

のネ ットワー クの形成に努めなでればな らない」5)と発展 していくこととなる。

一方、生涯教育および リカレソ ト教育論の観点からは、1981年 に中央教育審議会の答

申 「生涯学習について」が提出され、1987年 の臨時教育審議会答申 「教育改革に関す る

第三次答 申」において大学図書館の開放が明示的に示 された6)。答申では、ただ単に図

書館施設を社会に開放するだけでな く、公開講座、市民講座等による市民への学習機会

の提供、学部 レベル、大学院 レベルでの社会人の受け入れなど、大学教育を社会に広 く

開放することによって学 内構成員に加わる新 しいタイプの利用者層に対するサー ビスの

充実が要求されている。 また大学の諸施設のインテ リジェン ト化を進め、図書館を中心

とした学内の情報システムを構築 し、それを社会に対 して も開放 していくことが求めら
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れている7)。

また、少子化の問題は大学の冬の時代の到来を招き、大学改革 をめ ぐる論議を盛んに

した。1991年 の大学設置基準の改定 による緩和後、一般教育 と専門教育の区分の廃止、

学生による授業評価の導入、昼夜開講制、社会人入試の実施など、各大学は様々な形で

改革 を試みている。

このように、(1)生 涯学習への高ま り、(2)地 域住民へのサービスを提供による地域内

での大学の位置づけの強化、(3)少 子化にともな う学生数の減少を成人学生によって補

うこと、以上の大学内外の事情によって大学図書館の開放が盛んになってきたことに対

して、大串氏はその ような 「地域開放はいわば外圧」なのであって、「図書館のサー ビ

スは、意義づけがどのようなものであって も、図書館の内的な論理と リソクしなければ、

サービスとして展開 されない」8)と警告 している。

氏は さらに、「図書館の内的な論議に沿 って考えてみると、それは収集資料の有効利

用にたどりつ く。(中 略)地 域住民の多彩の視点か らの資料へのアプローチが、新 しい

価値を資料にもた らすのである。あた らしい価値は、新 しい需要 を生み、大学図書館の

蔵書構成ヘー定の刺激を与 えるだろ う」 と、図書館開放の実務的な意義は図書館資源の

有効利用にあると主張するのである。

1981年 の中央教育審議会答申 「生涯学習について」によって、大学教育の開放が提言

され、その後臨時教育審議会による4次 にわたる答申や、1991年 の大学設置基準の改定 ,

によって示された 厂外からの」大学 の開放政策と、図書館資源の:有効利用、情報の共有

といった図書館の内的論理が相俟 って発展 して きたものが大学図書館の住民への開放と

いえる。

図書館年鑑1998に よると、1997年3月 末現在、公共図書館の総蔵書冊数は2億4,964

万9千 冊で、大学図書館(短 大、高専を含む)は2億4,550万9百 冊である。ほぼ同規

模の蔵書 といえる。公共図書館は、地域住民の生涯学習や レクリエーショソの推進に役

立つような資料を収集 しているのに対 して、大学図書館は学部学科構成を背景とした専

門的資料が蔵書の中核をな している。数的には同一規模で も、公共図書館のコレクショ

ソと大学図書館のコレクショソの質的な相違 は、公共図書館では充足されないものが大

学図書館 に求められるということが考えられる。大学が今後 より一層社会的存在であろ

うとす るならば、資源 と情報の共有の理念のもと、住民開放は大学図書館に課せられた

使命 といえるだろ う。

文教大学湘南図書館の住民開放に至る経緯

文教大学湘南図書館は文教大学湘南キャソパス開設時の1985年 にオープソした。湘南

キャソパスは、旗の台キャソパス(東 京都品川区)よ り女子短期大学部を、越谷キャソ

パス(埼 玉越谷市)よ り情報学部を移転 して開設 された。その後、ユ990年度 より国際学

部を新設、現在3学 部8学 科からなる。地理的には神奈川県茅 ヶ崎市中心部 よりバスで

約20分 程の丘陵地帯に位置す る。付近は緑 も多 く閑静な環境であるが、反面、至近距離

には銀行、郵便局 といった公共施設や商店などもない、いわゆる 「辺鄙な場所」でもあ

る。当館の前身は短期大学図書館であるが、現在は4年 制大学と短期大学の共用図書館

52



として、教職員 ・学生(1997年5月 時点で学生数4,815名)の 利用 に供 している。施設

概要は地上3階 建、延べ面積3,637㎡ 、閲覧座席数377席 、蔵書収容能力約24万 冊、:蔵書

冊数は23万 冊である。職員は教員兼務の図書館長のほか、専任職員13名 、非常勤職員8

名で構成 されている(1998年7月 末現在)。

なお、茅ヶ崎市は神奈川県の西湘に位置 し、人口約20万 人である。茅 ヶ崎市立図書館

は茅 ヶ崎駅から海岸方面に徒歩約15分 の閑静な住宅街 の一角にある。

そもそも当館において 「図書館開放」が持ち上がったのは、茅ヶ崎市と本学問でのキャ

ソパス移転検討の段階であった。茅ヶ崎市側は、キャソパス受入れの条件の一つとして

大学開放を提案、体育館の市民利用とともに 「図書館 開放」について話 し合いがもたれ

た(1981年11月)。 大学側は基本的にこれ らに合意 し、「図書館開放」を推 し進めること

になる。 しかし、その後、具体的な動 きは表面化せず、実務 レベルでの検討が開始 され

たのは、すでにキャソパス移転と開設が済んだ3年 後の1988年 になってからであった。

それから3年 の問に、市教育委員会あるいは市立図書館 と当館 との会合が数回にわたっ

て開かれた。その結果、1990年 春に、相互'協力サー ビスと市民利用を骨子 とする協定書

の原案が出来上 がった。 これは主 として当館側により作成 されたものであった。 この間、

茅 ヶ崎市議会でこの件に関 して審議 された り、また学内的には1989年 に教授会および理

事会承認 を得 るなどの動 きが双方であった。

協定は、ほぼ原案のまま 「茅ヶ崎市立図書館 と文教大学湘南図書館との申 し合わせ」

として完成 し、住民開放は当館オープソの6年 後、1991年4月 に漸 くスター トしたので

ある。

住民開放に関する規定について

当館の住民開放はどのようなシステムで実施されているのか、前節の 「申 し合わせ」

をもとに紹介する。

1.公 開の目的(第1条)

(1)市 立 ・湘南両図書館の相互協力の促進

(2)利 用者サー ビスの向上

(3)図 書館活動の充実

以上の3点 が明記されているが、第1の 目的が相互協力の促進にあるとい うことで、

第2章 および第3章 に図書館資料の相互貸借および相互複写の細則が明記されている。

従って市民の利用については第4章 「茅 ヶ崎市民の文教大学湘南図書館の利用」第15条

以降に触れ られている。

2.利 用者資格(第15条)

(1)茅 ヶ崎市民で20歳 以上のもの(受 験生、大学生、営利 目的者を除 く)

(2)茅 ヶ崎市立図書館利用登録者

(3)特 定の研究主題 を持っている者

上記の(1)か ら(3)の全要件を満たす ことが必要である。茅 ヶ崎市民や市立図書館登録

者で も他大学 ・研究機関に属する者は所属機関の紹介状があれば利用で きるので 「申し
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合わせ」の対象外 となっいる。 ここでは、あくまでも当館の相互協力範囲外の地域住民

を対象にす ることを明確にしている。また、大学図書館の特性から、専門主題の調査 ・

研究を 目的 とする地域住民に限り、単なる場所の提供や リクリエーショソ目的の利用を

排除ことによっ「(、図書館資源の有効利用を促進することを意図している。

3.利 用手続(第16条 、第17条)

当館の利用を希望す る市民は次のような利用手続を踏むこととなる。まず、利用希望

の市民が閲覧願 を市立図書館 に提出、市立図書館が確認の上当館へ送付、当館で審議の

上閲覧証を発行 し市立図書館へ送付、市立図書館から利用希望市民へ閲覧証を交付、利

用者は交付された閲覧証を持参の上当館に来館 し閲覧証を提示 して、漸 く利用ができる。

利用希望者が市立図書館に申 し込 んでから閲覧証を受け取 るまで通常1週 間かかる。有

効期限は発行から1年 間とな り、更薪は再度同 じ手続を取 らなければならない。

4.利 用対象資料(第18条)

所蔵資料の館内閲覧が原則である。所蔵資料の うちには図書や雑誌など印刷媒体資料

をはじめ、コソパク トディスクやビデオ ・:LD、 マイクロフィルムといった視聴覚資料、

CD-ROMやFDな どの電子媒体資料 も含 まれる。購入希望は原則 としては受付けない。

住民開放 によって資料収集方針の変更は しない。市民の利用は基本的に当館所蔵の学術

情報源の利用を主眼とする。

5.利 用の範囲(第18条)

規定では所蔵資料の館内閲覧と複写が利用範囲である。対個人への館外貸出は行わな

い。市民が直接足 を運ばずに湘南図書館の資料を使用 したい場合は、市立図書館に申 し

込みをして、市立図書館 と当館での相互協力規定(第2章 、第3章)に 基づいて、図書

を借受けたり文献複写物を入手する。ただし貸出資料については市立図書館 内での閲覧

のみで、持ち帰 ることはできない。

レファレソスについては、規定上明記されていないが、実際は大学構成員と同様に行っ

ている。文献調査、事項調査以外にも要望があれば外部データベース検索などの情報検

索 も無料で実施す る。また相互貸借や文献複写物の入手などの1:LLサ ービスも申 し出が

あれば行 う。

6.利 用期間および時間(第19条)

利用期間および時間は、当館の開館 している期間および時間であ り、大学構成員 と同

様である。規定では 「定期試験期間中など利用を制限又は禁止する場合がある」 と明記

されているが、これまで入館 を制限 したことはない。

7.利 用料金

無料(登 録および入館 とも)。図書館資料の複写については有料 となることを規定に

明記(第18条)し ている。

文教 大学湘 南 図書館 の開 放 の現状 と問題点

当館における地域住民への開放が1991年4月 にスター トしたが、初年度(1991年 度)

の登録者は12人 、延べ利用者数は13人 、茅 ヶ崎市立図書館への貸出冊数は6冊 であった。

7年 目にあたる1997年 度は、登録者21人 、延べ利用者数:17人、茅 ヶ崎市立図書館への貸
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出冊数は0で あった。1997年 度の登録者の平均年齢は48.5歳 で、20歳 代3人 、30歳 代5

人、40歳 代2人 、50歳 代2人 、60歳 代7人 、70歳 代1人 、不明1人 である。男女比は男

性16人(76.2%)、 女性5人(23.8%)で4分 の3は 男性である。調査 テーマは、政治・

外交 ・歴史 ・文化などの国際関係 ・地域研究が8人 と3分 の1以 上を占める。 このこと

は本学の学部構成(国 際学部の存在)と の関わ りがあるのだろうか。そのほかの調査テー

マは、建築学、考古学、植物学、情報工学、天文学、生涯教育、管理会計学、保険学、

宮澤賢治研究等、多岐にわたっている。前年度から更新 した登録者は4人 だけである。

住民サービスの開始から7年 間、年間の登録および利用とも少な く、市立図書館 との

ILLの 実績 もここ数年ゼロといってよい。登録更新をするものも少な く、また何度 も当

館へ足繁 く通 うという利用者 も僅かである。

本学学生の利用については、貸出冊数 をみてみると、1991年 度 が9,024冊 、1997年 度

が21,139冊 と7年 間で2.34倍 に増えてい る。また皿,:Lに関 しても、貸出と複写の依頼合

計が1992年 度560件 から1997年 度1386件 と2.48倍 増、貸出と複写の受付が1992年 度48件

から1997年 度294件 と6.13倍 増 と飛躍的な伸びを示 している。国際学部の完成 と学生数:

の増加 にともない蔵書数が増えたことの ほかに、 レファレソス ・1:LL体制の強化、オ ソ

ラインデータベースの導入 と検索料金の図書館負担、学術情報セソターの目録所在情報

サービスおよびILLサ ービスへの参加 など様々な図書館サー ビスのステップアップがな

された結果ともいえよう。特にレファレソスとILLに ついては リピータ・一が多く、ヘビー

ユーザーへの転換が認め られるところである。

以上のように、学内利用が飛躍的に伸びているのに対 して、市民の利用が停滞 してい

ることは問題である。それが何に起因するのか明言で きないが、一つには、国際学部設

置後、1990年 代に入 ってからは、脆弱なサービス体制を強化することと、学内利用者へ

のサービスを促進することを最優先 し、市民に対 してはあまり働 きかけなかったとい う

当館のサービス部門の怠慢にもある程度求めることがで きよう。そのほかにもいろいろ

なことが停滞の原因となっていると考 えられる。以下に、当館 における地域住民に対す

る開放についての問題点を検証 してい くとする。

1.目 的の明確化

大学図書館の地域開放 は、外圧要因としては、生涯学習の提供、地域に根ざした 「開

かれた大学」 としての活性化、地域情報化が挙げられるが、それらが図書館資源の有効

利用という内的論理、すなわち資源共有という理念とリソクし、さらに図書館の電子化

や人件費などの予算的保証があって実現可能なものとなる。

甲斐氏は、一般利用者に関する調査を行い、利用者側からみた大学図書館の開放の有

効性を実証的に明らかにしている9)。甲斐氏は 「大学図書館の一般利用者は学習 ・研究

に対する関心が極めて高 く、かつ大学図書館の専門的資料、サービスにむしろ必要性を

有 している」、「基本的には大学図書館 は公共図書館 の代替施設 としては利用 されない

(中略)Q一 般利用者が大学図書館 を利用す る目的は、その大学の学部、学科などの特

色を反映 した専門資料や レファレソスなどの専門的サービスにこそある」 として一般利

用者の積極性を見出している。そ して大学図書館が開放を実施す るにあたっては、「そ

の資料構成、サー ビス等における専門性を確保 し、それをもって必要とす る利用者に提
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供することが求められているのである。 このことは当該大学における教育 ・研究を資料、

サービス面から支援するという、大学図書館 が固有に有 している目的 と内容的には合致

するものである」 と断言するのである。.

当館においても、旗の台キャソパスからの移転、国際学部の設置といった大 きな変化

のなか、今後の進むべ き道をこの10年 余 り模索 してきたわけであるが、文教大学湘南図

書館として特徴ある専門資料からなる蔵書構成を構築 し、それをより多 くの利用者に提

供できるようなサービスシステムの充実が必要である。・そのなかで資源の有効利用とい

うことで地域住民への開放を推 し進 めなければならない。 しか し理念は理念として、現

実は、湘南キャソパスには特徴ある専門資料 からなる:蔵書構築を阻む要因が厳然 と存在

している。それが資料費の分散である。学部、学科、あるいは教員個人そ して図書館 と

公的な資料費が何 ら有機的に調整 されず、それぞれがそれぞれの理由で資料 を収集 して

いる状態が続いている。図書館で収集された資料は利用者に共有されることになるが、

学部、学科、教員個人で収集 されたものは、一部の学科資料室を除いて、個 々の研究室

あるいは教員の手元に半永久的に行 ってしまい、そこには共有財産という意識 もなく半

ば私物化 されてしまうこととなる。重複 して収集 している資料 もかなりの数 に上 るであ

ろう。図書館による集中管理でもな く、学部学科図書館の機能を有効に発揮 させる分散

管理で もない、非効率的非体系的資料収集活動がまかり通っている状態である。 このよ

うな状況で文教大学湘南図書館固有の専門資料からなる蔵書を構築することはかな り難

しいことである。当館の工LLサービスの実績において、他図書館への資料依頼(依 存?)

件数が1997年 度で1386件 であるのに対 して、他図書館からの資料貸出と複写 の受付(依

存 される?)件 数は294件 と、恥ずかしなが ら依存が被依存の4.7倍 という他 図書館依存

度の高い図書館であることが数字に現れて しまっている。今後は依存と被依存が対等に

なるように努力をする必要がある。

もちろん現状で も、当館の:蔵書は茅 ヶ崎市立図書館のそれ とは質的にかな り異なる。

1998年 度から検索可能にな:ったOPAC(利 用者用オソライン目録)や レファレソスや情

報検索などの人的サービスを通 じて専門的資料や文献情報へのアクセスなど、資料だけ

でな くサー ビス全般を含む図書館資源の有効利用を地域住民に供することは十分可能で

ある。

2.サ ービス対象

サービス対象は茅 ヶ崎市民に限定 している。先に挙げた甲斐論文では 「大学図書館を

利用する人々は大学図書館が偶然近 くにあるか ら利用 しているのではなく、積極的な必

要性から遠 くにあっても利用 している」という調査結果が示 されている。図書館開放の

実施経緯からみて茅 ヶ崎市 との関係から茅ヶ崎市民に限定 しているとい うのが現状であ

る。ただ し今後茅ヶ崎市民以外か らも利用希望の声が増 して くれば拡張の可能性はある

だろう。 また20年 未満でも、当館の調査 ・研究のために資料やサービスを利用 したいと

い う市民がいれば、利用を許可することになろ う。

3.提 供するサービスの種類

先述 したように規定上は、資料の閲覧 と複写 という資料提供 サービスが中心であるが、

当館では情報検索などのレファレソスサービスやILLサ ービスも要望があれば行 うので、

市民利用者は積極的に利用すべきである。
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議論が分かれるのが館外貸出である。市民利用者 は利用 したいが資料があれば、館内

閲覧と複写のみなので利用時間が限定されて しまう。当館の開館時間は平日は18時 まで、

土曜日は16時 までで休 日は休館 している。市立図書館は月曜日と祝 日が休館で、金曜日

が19時30分 まで、それ以外の日は17時 までである。社会人の利用者の場合、どちらの図

書館で閲覧するに して も時間的制約 がかな りある。紛失や延滞の問題が懸念されるが、

これは学生や教員などの方がはるかに多いと思われる。また図書の利用が集中するので

はないか、という意見 もあるが、個人 レベルの特定主題の調査 ・研究では、資料に対す

る要求が重なることは比較的少ないであろ う。今後検討すべき最 も重要な課題である。

4.利 用手続

すでに述べているように、利用希望者は申請から実際の利用まで最低1週 間がかかる

煩雑な手続を踏まなければならない。利用者 サイ ドに立てば、図書館来館時に簡単な手

続 きで利用できるのが望ましいのはい うまで もない。今後改善の余地があろう。

5.開 館時間

20歳 以上の茅 ヶ崎市民を対象としてい るか らにはフルタイムの有職者 も当然いる。そ

うした利用者は、平 日の夜間開館、日曜開館 などによる開館時間の延長が必要となる。

また開館時間の延長の問題は学内からもしば しば要求が出て くる。 しか し図書館職員の

勤務条件や図書館サー ビスの劣悪化を招かない人員や予算の確保、図書館 システムの見

直 し、セキュリティの問題などを考慮 しなが ら延長方法を検討 しなければならない。

6.目 録情報の提供

図書館資料の有効利用を促進す るためには、図書館 の所蔵がわかるように しなければ

ならない。そのためには 目録情報を提供することが必要である。公共図書館のOPACを

大学図書館 に設置、大学図書館のOPACを 公共図書館 に設置 し、相互に所蔵 を検索でき

ることが望ましい。あるいはイソターネッ ト上でOPACを 公開する方法 もある。現状で

は茅ヶ崎市立図書館では湘南図書館の所蔵が、湘南図書館では茅ヶ崎市立図書館の所:蔵

が検索できない。当館では1998年5月 より館 内にOPAC端 末が設置 されたが、将来はイ

ソターネッ ト上での公開 も実施す ることになるであろう。

7.利 用者ガイダンス

市民利用者には、現在登録 と同時に当館の 「利用のてびき」と開館 日程表を送付 して

いるだけである。市民利用者のなかには大学図書館の利用教育を受けてこなかった人も

いるだろう。最初の来館の際に必要ならば、文献の探 し方やOPACの 使い方などの図書

館ガイダソスを実施すべ きである。

8.PR

広報活動の充実 も必要である。公開制度をよく理解せず、「見たいだけ」「家の近所に

あるから一度入 ってみたい」 という人が、市立図書館へ利用の申し込みに来たケースが

何回かあったとい う。今 までに市の広報 と図書館報 に記事が掲載 されたことがあるもの

の、継続的なPR活 動 としては、市立図書館に配布用 として当館の開館 日程表 と利用の

てびき等 を送付 しているだけである。文教大学湘南図書館がどの ような資料をもってい

るか、どのようなサー ビスを提供 しているかを、一般の人が容易にしることができるよ

うなPRが 必要である。イソターネット上でホームページを開設する準備が行われてい

る。今後は両館が'協力してPR活 動を充実 してい き、住民開放制度を市民に浸透させて
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い くこと となろ う。

おわ りに

文教大学湘南図書館では2年 前 より学術情報セソターの 目録所在情報サービスに参加

している。いわゆるNACSIS-CAT(目 録所在デー タベース)へ の当館所蔵登録数 も

10万冊 をはるかに超 えている。それにつれて他図書館からの貸出受付件数 も、1995年 度

0件 だったのが、1996年 度35件 、1997年 度120件 と飛躍的に伸 びている。1998年 度 も半

年で前年度の受付件数に迫 る勢いである。この ように当館 にどのような資料があるかを

全国的なデータベースに公開することによって、学外からの利用が益々伸びてい く。 ま

たCATを 検索 して、直接紹介状を もって来館す る他大学の学生 も増 えて きてい る。利

用 される資料のなかには、洋書をはじめ今まで本学学生や教職員が一度 も利用 しなかっ

た資料 も多 く含まれている。危 うく死蔵の憂き目に遭 うところの資料が生 き返 ったとい

える。

学術情報 セソターの 目録所在情報サービスは、県立図書館の参加 も増えているが、大

学図書館をはじめとする学術情報機関が中心である。学術図書館(AcademicLibraries)

とい う同種の図書館のネットワークといえる。一方、設置主体や設置 目的の異なる図書

館、例えば、公共図書館と大学図書館といった異館種 からなるネットワークが形成され

ると、それぞれの図書館の固有性がより一層際立ち、それがまた地域を基盤 として成 り

立てば、利用者の地理的アクセスも保証されるであろう。地域図書館ネットワークに大

学図書館が参加することにより、公共図書館は利用者の情報要求を分析 し、大学図書館

の利用を推 し進める。大学図書館は地域住民への開放 を行い、新 しい利用者の発見と図

書館資源の有効利用が可能となり、地域へ貢献する。そのことは大学の地域における存

在価値が高 まることになる。

この ように今後大学図書館そ して大学そのものが発展 してい くには、図書館サービス

をも含む情報資源の共有化という志向のもとに、学外にも眼を向け、地域図書館ネ ット

ワークや地域に根 ざした活動、 さらに広域なネ ットワークへの参加が必要となるであろ

う。
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7)op.cit.,p.81.
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8)大 串夏身.開 放を阻むものは何か(大 学図書館の開放を考 える1).ず ぼん.4,p.

32(1997).

9)甲 斐陽輔.大 学図書館 「公開」の役割に関する研究:北 海道における大学図書館の

「一般開放」に関する実証的研究.図 書館学会年報.38(3),p.113一 ユ50(1992).

(や しろ たかまさ ・みやざき なおと、文教大学湘南図書館員)

この論考 から明らかなように、現在、文教大学湘南図書館の住民開放は、成功 しているとは言

い難い。 これはまさに、大串(論 考の引用文献8)の 懸念す るとおりの事態であると思われる。

すなわち、大学図書館が公共図書館 と住民に対 して一方的にサー ビスを供給する関係34)は、大

学図書館側 としてもサー ビス拡充への動機 に欠け、住民にとって魅力ある制度にな りにくい。仮

に、市民による利用が盛んになったとしても、館外貸出 しの是非 をめぐる議論 に顕著に見 られる

とお り、却 って本来の利用対象である大学関係者へのサー ビスに支障を来たすとい う批判にさら

されかねない。大学図書館の住民開放を円滑に進めるためには、住民開放によって大学図書館側

の受ける利益 を認識 しておく必要がある。

ひとつには、論考にも引用 されるように、「地域住民の多様な視点か らの資料へのアプローチ」

が、「大学図書館の蔵書構成に一定の刺激を与える」とい う利益が挙げ られる。 しか し、 これは

予算が潤沢 な図書館においては大 きな利益 となるかも知れないが、資料費の分散などの諸要素に

よって、大学関係者のニーズににも十分応 えるのが難 しい とい う湘南図書館の現状から見て、あ

まり効果は期待できない。

蔵書構成 という点から見れば、む しろ、大学図書館と公共図書館のあいだで、蔵書構成の役割

分担をす る、という方法が現実的である。た とえば、利用者から購入希望が出た段階で、その図

書が他の一方 の図書館にあるかどうかを調べ、他の一方にあればその利用を勧める、といった方

法は、比較的容易に実施 しうるであろう。 さらに進んで～甲斐(論 考の引用文献9)が 述べるよ

うに、住民が大学図書館を利用する動機が、大学図書館の専門性にあるとすれば、両図書館 の利

用者からの購入希望図書のうち、専門性の高いものは大学図書館が購入 し、そ うでないものは公

共図書館が購入するといった、受入れの一元化を考える余地 もある。 これを大学図書館側が推進

しようとすると、公共図書館に対す る一定の働 き掛け(ア ドボカシー)を 要することは必然であ

る。

この方法 をとることによって、大学図書館 ・公共図書館双方が無駄な出費を抑えながら、将来

的には、大学図書館の専門書 コレクショソは充実 し、公共図書館の蔵書構成は、住民にとってよ

り親 しみやすいものとなるであろう。 ここに至れば、大学図書館によるサー ビスの供給は、大学

図書館 自身と公共図書館にとってのイノベーショソを実現 したといえるのである。

おわ りに

NPOセ クターの健全 な発展を 目指すのであれば、NPO法 制 における 「公益」概念は、 これ ま

で繰 り返 し述べたとお り、NPOの ア ドボカシー機能 とイ ノベーシ ョソ機能を視野に入れた もの

でなければならない。そのためには、NPO法 制の対象となる団体は、少 なくとも公益性の認定
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に関す るかぎり、立法の上でも法の解釈 ・適用の上で もできるだけ広 く認めるべきで あるし、税

制上の優遇を受けるNPO法 人の認定 に際 して も、現行の特定公益増進法人のような加重 された

公益性要件を課 さないのが望ましい。

NPO法 制は、広範な団体 に対 して法人格取得の機会を与えるものであるから、一部の団体に

よる法人格の濫用という弊害が付随するのは避けられない。 しか し、法人格の濫用を警戒す るあ

まり法人化の人口を狭 くすることは、NPOセ クターの健全な発展にとって、角 を矯 めて牛を殺

すの理 りである。

む しろ、さまざまな団体 が彼 らの信 じる公益の実現を目指 して、 自由に活動 しうる制度を整え

ることが、NPOセ クターの腐敗を防ぎ、NPOが 社会全体のイノベーターとしての役割を果たす

ことを助けるのではないだろうか。民法上の公益法人が、主務官庁によって厳 しい設立要件を課

されているにもかかわらず、全体 として充分に公益実現に役立っているとはいえず、財産隠 しや

租税回避などの手段に使われることさえあるとい う現状に鑑みると、厳 しい設立要件が法人の公

益性を担保 しうるものでも、法人格の濫用を防止 しうるものでもないことは、明らかであろう。

行政による監督 も、また同様である。主務官庁の包括的な監督に服 している既存の公益法人が、

主務官庁との癒着を深めた結果、却 って公益に反する活動を行っている例には事欠かない。行政

は法人の組織 ・活動の外観だけを客観的に判断 し、実質的な公益性の評価は市民の監視に委ねる

のが、公益法人と公益法人行政の腐敗を防 ぐ方途である。

今回設立 したNPO法 では、監督の手法に関 して、市民による監視の仕組みが(市 民が所轄庁

を監視する仕組み も含めて)取 り入れ られている点が評価に値する。一方、公益性の認定に関 し

ては、「公益」 という語が避け られている点、「特定非営利活動」の領域が限定されているなどが

不充分である。また、公益 目的の団体を対象とする法制度でありながら、法人に対す る課税上の

取扱いが公益法人より不利 になっている点 も再考 を要する。寄付税制に至 っては、全 くの先送 り

である。

これ らの点に関 しては、法 自身が数年後の見直 しを予定 していることから、改正の経過 を慎重

に見守 りたい。また、運用面では、法が法人の設立認可の面で も監督の面でも所轄庁の裁量を縮

小する制度を採用 していることから、今後、団体 の公益性は司法の場で問われることとなる。裁

判所がどのような姿勢 をとるにせよ、団体の公益性に関する認定基準は、判例の集積によって確

立されてゆ くであろう。

これか ら展開され るNPO法 制の整備 と運用は、単 に特定分野の小 さな団体が、法人格を取得

しやす くなるとい う程度の、小 さな改革で終わってはならない。NPO法 制は、NPOセ クターの

持つ、民主制のあり方 まで含めた社会変革をもた らす潜在的影響力をこそ、促進 し支援するもの

でなければならない。

1)「この ような権利の境界線における活動は
、共感に支えられてい るといえるのだが、この こと

は、公共性論 との関係では、公共性の導入の活動であるともいうことができる。ボランテ ィア、

つまり市民の非営利公益活動は、市民が 自らの時間や金を遭:って実感する社会的活動であり、こ

の活動を通 して共同性が、そして新 しい公共性が紡 ぎ出されていく、それは、市民 自らが営む直

接民主主義的な活動である。ただ し、この場合の民主主義とは、意思決定のみならずその執行を

民衆が担 うとい う意味であ叺 西洋政治思想史においては、古代ギ リシャか らルソーに引き継が

れた民主主義論のひとつの重要な類型である、つまり、公共事務のみならず、その執行を人々が
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担 うのである。」岡本仁宏 厂市民社会、ボラソティア、政府」(立木茂雄 「ボラソティアと市民社

会一公共性は市民が紡ぎ出す」(1997、晃洋書房)所 収)109頁 。

わが国の間接民主制の現状を見れば、選挙においては地元への利益誘導によって候補者の当落

が決せ られ、行政に対 しては国会のコン トロールがほとん ど及ばない、それどころか各省庁が内

閣と国会を コソトロール しているといった傾向が顕著である、わが国の間接民主制は、機能不全

に陥っていると言 ってよい。そしてこのような機能不全は、間接民主制そのものや行政国家現象

に付随するものであるから、地方分権や省庁再編などの改革 によってある程度は緩和 されるかも

しれないが、完全に回復させ ることは難 しい。

民主制国家において、公共性 ・公益性判断を国が独占す る正当性は、国民の信託 を受けた議会

によってそれが判断 される点にある。 したがって、議会が真に国民の信託を受けた ものではない

場合、公益性判断の主体が実質的には議会でな く、内閣です らない場合には、その正当性は失わ

れ るはずである。わが国の現状はそれに近い。 したがって、公益判断に直接民主制の契機を導入

す ることは、忌避 されるべきではない。
2)伊〕藤裕夫rNPOの 実態 と期待の狭間一欧米ならびに日本の動向か ら一」都市問題第88巻 第4

号(1997年)17～18頁 。ただ し、伊藤のいう 「イノベーターとしてのNPO」 は、専 らNPO自 身

に対す るそれを指す ように見受けられ るが、NPOの イノベーショソ機能はNPO自 身 に限 らず、

社会全体に対 して発揮 され得る。本稿では、む しろ後者に比重 をおいて、イノベーショソ(イ ノ

ベーター)と いう語を用いることとする。

この点につ き一例を挙げる。西淀川公害訴訟は、工場 と道路 による大気汚染の著 しい地域 の住

民が、企業 と国 ・阪神高速道路公団を相手どって争 った公害訴訟である。 この うち企業 とは1995

年3月2日 に大阪地裁で和解が成立 したが、その際企業か ら支払 われた和解金の一部で原告住民

は財団法人を設立 した。公害地域再生 セソター(通 称はあおそ ら財団)で ある。「地域」 とい う

名称を冠 してはいるが、活動は全国の公害関連資料の収集 ・一般公開やアジアの公害地域 との国

際交流まで、多岐にわたる。訴訟は、1998年7月29日 、大阪高栽で国 ・阪神高速道路公団とも和

解が成立 し、一応の終結をみたが、その際の和解条件は、地裁判決で国 ・公団が支払いを命 じら

れた損害賠償の請求権を原告住民が放棄する、原告団と国 ・公団が 「沿道環境に関する連絡会」

を設置 して道路公害の発生抑止について今後 とも協議を続けるなど、ユニークなものとなってい

る。 この訴訟を通 じて原告団 ・弁護団および裁判支援団体は、もともと私益実現のために設計 さ

れた訴訟 とい う制度を利用 しなが ら、地域全体の環境保全 とい うNPO活 動を行 ってきたにほか

ならない。他の多 くの環境訴訟 ・公害訴訟にも当てはまることだが、この段階で彼 らはすでに、

社会的ニーズの発見者でありア ドボケー トである。 しか し、この活動の本領は、彼 らが単なるア

ドボケー トにとどまらず、視野の広がりと行政の巻き込み(イ ソボルブメソ ト)を 通 じて、地域

を越 えたイノベーショソ活動を展開、している点にあり、 このイノベーショソ活動が、全国的 ・国

際的な情報提供 というサービスの供給活動につながってい くという構図が見 られる。

なお、伊藤は、NPO活 動が四つの機能を果たすのに、第一から第四へとい う順序性があると

解 してい るようであるが、 この例は、実際のNPO活 動が、必ず しもその順序を追 うものでない

ことも示 している。
3)共産党案のみは

、「非営利団体に対す る法人格の付与等 に関す る法律案」 とい う名称であ り、

「市民」 とい う言葉を含んでいない。
4)わが国において

、第三セクターとは一般に、第一セクターたる国や地方公共団体と第ニセクター
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たる民間(私 企業)と が共同出資 して設立する事業主体を指すが、これはわが国固有の用語法で

ある。NPO活 動の盛んなアメリカ合衆国をは じめと して、諸外国では民間非営利セクターを意

味 し、第一 ・第ニセクターと並ぶ重要な社会構成要素 としての地位を占めていることが、かねて

より指摘 されている。(レ スター ・M・ サラモ ソ、H・K・ アソハイアー著、今田忠監訳 「台頭

する非営利セクター、2力 国の規模 ・構i成・制度 ・資金源の現状 と展望」(1996年、ダイヤモソ ド

社)参 照)
5)行政の強い保護と監督を受けなが ら行政の補完機能を果たす ことを期待 されている民法上の公

益法人のなかには、法の予定する公益活動を行 っているものよりも、単なる親睦団体や業界団体.

が多いことが、従来より指摘 されている(森 泉章 「公益法人の現状 と理論」(1982、勁草書房)3

～19頁 参照)。これ らの団体の中には、政府の外郭団体のような機能を果た し、利権 と天下 りの

温床 と化 している団体 も少な くない ことは周知のとお りで、「公悪法人」 と揶揄 され ることもあ

る(「〈座談会〉阪神大震災 ・NPO・ ボラソティア」での本間正明発言(経 済セ ミナー1995年10月

号)参 照)。 総務庁の行政観察でも、多額の内部留保を行 っている、公益事業をほとんど実施 し

ていない、個人や一族の私物 と化 しているなどの問題例が、多数挙げられている(総 務庁行政観

察局編 「公益法人の現状と課題 一総務庁の行政観察結果か らみて」(1992年)参 照)。 また、 ごく

最近(1998年8月 現在)の ニュースで も、日本下水道協会などの公益法人の設定する自主基準に

参入妨害のおそれがあるとして、公正取引委員会が、これ らの公益法人の主務官庁である消防庁

に改善を要請 した件(読 売新聞7月5日 朝刊)、 国立病院の発注す る医療機器 などの入札で巨額

の利益 を得ていることが公 になった厚生共済会(厚 生省所管の財団法人)が 、組織 ・業務の大幅

な縮小 を行った件(同8月21日 朝刊)な どが報道 されている。
6)環境保全のためのNPO・ ボラソティア活動 とい うと

、行楽地の ゴミ拾いなどの環境美化 ・植

林 ・リサイ クルな:どをはじめとす るサー ビス供給型の活動 を指す ことが多いが、欧米の環境

NPO(NGO)が そうであるように、む しろア ドボケー トやイノベーターとしての役割を重視す

る意見 もある。厂国内の環境問題に対 してはNPOは 次のような活動を期待 されているものと考え

られ よう。すなわちNPOの 活動には、①政府のある特定の政策に対す る直接的な反対運動ある

いは対案の提示、②世論に訴えるキャソペーソ活動、③出版活動、④市民に対する環境保全意識

の啓発、⑤議員に対 して環境保全政策を採用す るように働 きかけること、⑥環境破壊を行 う行為

に対 して訴訟活動を行 うこと、⑦環境破壊の被害者に対 して救援活動 を行 うこと、⑧ 自然環境の

破壊 などに関 して調査研究を行 うことなどさまざまな分野がある。そ して、 これらの活動を通 し

てNPOに 期待 される役割は、一般市民の環境保全に対する意識 の原動力 となり、政府の環境保

全政策について積極的に寄与 し建設的な提言を行 っていくことにある、と考えられるのである。」

村田哲夫 「環境問題 とNGO-NPOの 役割」都市問題第88巻 第4号(1997年)63頁 。

i環境基本法第26条 や第34条 第2項 には、「民間団体等の自発的な活動を支援す る」という視点

が盛 り込まれているが、ここにいう 「民間団体の活動」に村田の挙げる①や⑤ の類型 までが含 ま

れるかどうかは不明である。特に、環境基本法第26条 が緑化活動や リサイクルを例示 していると

ころから、少な くとも国内の活動に関 しては、サー ビス供給型を予定 しているように見える。
7)文部省は

、1998年8月13日 、「通 っている児童生徒が学校長 に学校への出席 と認められている

民間の フリースクールなど約三百カ所」(8月14日 読売新聞朝刊)へ の財政支援 を行 う方針を固め

た。
8)非営利性については

、民法上の公益法人に関 して、法人の事業 目的 ・事業内容が非営利である
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ことを指すとする説 と、法人の構成員(社 団の社員)に 利益を分配 しないことを指す とする説 と

がある(能 見善久 「公益的団体 における公益性と非営利性」ジュリス ト1105号(1997年)50～55

頁参照)が 、後者が通説である。有馬嘉宏 「特定非営利活動促進法について」 ジュリス ト1138号

(1998)45頁 は、NPO法 にい うところの 「非営利」を後者の意 とす る。
9)市民公益活動の代表的な定義のひとつとして

、次のようなものがある。「震災 におけるボラソ

テ ィア活動や市民活動は突如現れ出たのではない。1960年 代後半 には、既にその萌芽が見 られ、

現在のような、例えば、福祉、環境、まちづ くり、芸術文化、国際協力などの多彩 な広がりや量

的な拡大は80年 代の後半か ら顕著にみられるようになってきた。 このような活動を本研究 グルー

プでは、市民公益活動 と呼び、「民間非営利活動の一部で、その中で も特に多 くの市民の自主的

な参加 と支援 によって行われる自立的な公益活動」と定義づけ、行政セクター(第1セ クター)、

企業(民 間営利)セ クター(第2セ クター)に つ ぐ、第3の セクターとしての民間非営利セクター

の中心を占めるものと位置づけた。」総合研究開発機構 「市民公益活動の促進に関す る法と制度

のあ り方一市民公益活動基盤整備に関する調査研究(第2期)」(1996)15頁 。
10)有馬嘉宏 「特定非営利活動促進法について」 ジ

ュリス ト1138号(1998)45頁 。
11)「〈座談会>NPO法 の検討一市民活動団体 の法人化について」において磯部力は、次のように

述べる。「…少々発想を変えて、公益の中身そのものが多様 であることは、む しろ健全な形なの

だと考えて、そ ういう各種の公益がぶつかり合って一種の健全な競争ができるような土俵とい う

か、枠組みをつ くること自体 が公益なのだというふ うに考えることにすればいいのではないか、

その新たな枠組み的公益概念のようなものが、この場合は、とりわけ有効 なのかなと思った りし

ています。いずれにせよ、既存の行政 システムや公益判断 システムに対する意識改革を迫ってい

る問題であることは間違いない と思います。」(ジュ リス ト1105号(1997年)21頁)
12民法上の公益法人を許可 ・監督する権限は

、民法第34、38(2項)、67、71の 各条 によって、

当該公益法人の設立 目的に応 じた官庁(主 務官庁)に 与えられている。公益法人監督連絡協議会

とは、 これ らの官庁による監督事務の統一的改善 をめざして、昭和46年 に内閣総理大臣官房管理

室に置かれた協議機関である。
13)内閣総理大臣官房管理室監修 「公益法人の設立 ・運営 ・監督の手引(4訂 版)」(1994、(財)

公益法人'協会)120頁 より引用。なお、 この基準は、昭和61年7月22日 公益法人指導監督連絡会

議決定にかかる 「公益法人の運営に関する指導監督基準について」にも引き継がれている。(同書

76頁(参 考)参 照)
14)有馬嘉宏 「特定非営利活動促進法について」(ジュリス ト1138号(1998)45頁)
15)大村敦志 「消費者団体の活動一生協を中心に」(ジュリス ト1139号(1998)136頁 注21参 照

16)有馬は
、 これを指 して、「この認証 の性格については、所轄庁は、特定非営利活動法人の認証

申請が法定要件に適合す ると認 めるときは、その設立を認証 しなければならない(法 一二条一項)

ので、講学上 の認可主義に該i当するとされている。」 と説明する(注14同 頁)。 確かに、宗教法人

法第14条 などは、 この意味での認可主義である。 しかし、これは、宗教法人の設立が、憲法第20

条の内容のひとつである宗教上の結社の自由と密接な関わ りを有することから来 るもので、おな

じ認可主義 とされる学校法人の設立については、私立学校法第31条 第2項 に象徴 されるように、

所轄庁による裁量の余地がある。一般に、認可が必ず しも羈束行為であるとは限らないのは、タ

クシー運賃の認可の例などからも明 らかである。む しろ、民法上の公益法人設立の許可はこれま

で自由裁量行為 とされて きた ことか ら、性質 としては特許 に近い。 これに対 してNPO法 は、原
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則許可制に忠実な:立法例 と考えられる。許可主義 ・認可主義 とい う場合の許可 ・認可 とい う語の

用い方 自体が法人制度に特有のものであ り、講学上の許可 ・認可に必ず しも対応 していないよう

に見受 けられる(総 合研究開発機構 「市民公益活動の促進に関する法と制度のあ り方一市民公益

活動基盤整備に関す る調査研究(第2期)」(1996)152頁 参照)。 これは、講学上の許可が国民の

自由権 を前提 としているのに対 して、法人格の付与は結社の自由の内容に含 まれず、立法政策の

問題 と考えられてきた ことによるのかもしれないが、この観念 自体、再考の余地があろう。
17)民法第71条 「其他公益 ヲ害スル行為 ヲ為 シタル場合」ほどではないにしても

、NPO法 第42条

の 「その運営が著しく適正を欠 くと認めるとき」 もある程度不確定な文言であ り、行政庁に裁量

の余地 を残 している。
18)行政手続法 が不利益処分の聴聞審理を原則非公開 とした趣 旨について

、総務庁による解説書

は次のように述べる。「聴聞の期 日における審理 を公開することについては、当事者等のプライ

バシーが侵害されるおそれや審理の実施に際する行政庁の事務負担等の問題 もあ り、また、本法

により聴聞等に関す る手続保障が具体的かつ手厚 く付与されることを踏まえ、聴聞の期 日におけ

る審理は原則的には非公開としている。ただ し、当事者が公開を求めている場合であって当事者

(又は参加人)に 対する手続保障の上で望 ましいと判断される場合や当該事案について社会的関

心が高 く又 は公衆による監視が必要であると考 えられる場合など、行政庁が公開することを相当

と認めるときは、この限 りでない。(傍 線一筆者)」(総務庁行政管理局編 「逐条解説行政手続法」

(1994、 ぎょうせい)181頁)
19)なお
、本法は1998年12月1日 施行 された。

20)総合研究開発機構 「市民公益活動の促進に関する法 と制度のあり方一市民公益活動基盤整備

に関す る調査研究(第2;期)」(1996)63-64頁 。
21)同上103頁

。
22)同上82頁 注17

。
23)同上120頁 参照

。
24)同上26頁 図表5(iii)参 照

。
25)同
.上27頁本文および図表7参 照。

26)内閣総理大臣官房管理室監修 「公益法人の設立 ・運営 ・監督の手引(5訂 版)」(1994 、(財)

公益法人協会)72頁 。
27)阪神 ・淡路大震災の救:援活動資金の包括指定だけは

、小規模NPOに も多少の恩恵があったか

もしれないが、社会福祉協議会を介在 させた ことによって、各NPOに 対する個別のの寄付は、

控除の対象から外れている。
28)この趣 旨については

、小武山智安監修 「実例問答式寄付金の税務」(1996(財)大 蔵財務協会)

2-3頁 参照、
29)総合研究開発機構 「市民公益活動の促進 に関する法と制度のあ り方一市民公益活動基盤整備

に関す る調査研究(第2期)」(1996)68頁 。
30)同上106頁

。
31)同上124頁 注47お よび125頁 注49

。
32)なお
、フラソスにおける寄付控除は、「公益性を承認 された非営利社団への寄付か、そ うでな

い非営利社団への寄付かによって、原則 として、控除可能な範囲が異なる」(同上120頁)。 そ して、

公益性認定非営利社団 となる要件と しての公益性の認定は裁量事項であ り、「公益性認定非営利
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社団がその公益性の承認を得 るための手続は、届出非営利社団が法人格を取得するための手続と

比較 して格段 に慎重であるように思われる。… 日本法の公益法人との対比では、比較的近似する

法的規律に属するような印象を受ける。」(同上119頁)と 評 されることから、寄付税制上の優遇が、

民法上の公益法人並みの狭 き門となっていることが窺 われる。 しか し、寄付控除や損金算入限度

額における優遇を受けるという面だけをとらえて 日仏 を比較すれば、公益性認定非営利社団は、

む しろわが国の特定公益増進法人制度に類似性が認められる。そ して、わが国の特定公益増進法

人制度が、民法上の公益法人 より加重された公益性要件を課 していることに鑑みれば、わが国の

損金算入限度額 に係 る優遇制度における公益性認定は、フラソスのそれよりも厳格 なものとも考

えられる。
33)注1参 照

34)大学関係者は
、市内に通勤 ・通学 してい る者 として、 もともと公共図書館の利用権があるの

で、図書館同士の相互協力とは言 っても、大学側にはほとんどメリットがない。

(補)NPO法 は、注19の とお り、1998年12月1日 より施行されているが、中村国生の論考 も指

摘するように、法人格の取得や法人の運営に要する事務手続が煩さで、小規模な団体にとっ

ては、現実には利用 しづ らいとのことである。 とすれば、本文末尾に記 した 「単に特定分野

の小 さな団体が法人格を取得 しやす くなるという程度の、小 さな改革」 さえ覚束 ない結果 と

な:り、本法制定の意義は著 しく減 じられ ると言わざるをえない。
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